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◎    水    道    法    （抄） 

 
昭和３２年 ６月１５日法律第１７７号 

改正 令和 元年 ６月１４日法律第 ３７号 
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      第１章  総則 

  （この法律の目的） 
第１条  この法律は、水道の布設及び管理を適正かつ合理的ならしめるとともに、水道の基盤を強化

することによつて、清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、もつて公衆衛生の向上と生活環境の改

善とに寄与することを目的とする。 
  （責務） 

第２条  国及び地方公共団体は、水道が国民の日常生活に直結し、その健康を守るために欠くことの

できないものであり、かつ、水が貴重な資源であることにかんがみ、水源及び水道施設並びにこれ

らの周辺の清潔保持並びに水の適正かつ合理的な使用に関し必要な施策を講じなければならない。 
２  国民は、前項の国及び地方公共団体の施策に協力するとともに、自らも、水源及び水道施設並び

にこれらの周辺の清潔保持並びに水の適正かつ合理的な使用に努めなければならない。 
第２条の２ 国は、水道の基盤の強化に関する基本的かつ総合的な施策を策定し、及びこれを推進す

るとともに、都道府県及び市町村並びに水道事業者及び水道用水供給事業者(以下「水道事業者等」

という。)に対し、必要な技術的及び財政的な援助を行うよう努めなければならない。 

２ 都道府県は、その区域の自然的社会的諸条件に応じて、その区域内における市町村の区域を超え

た広域的な水道事業者等の間の連携等(水道事業者等の間の連携及び二以上の水道事業又は水道用
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水供給事業の一体的な経営をいう。以下同じ。)の推進その他の水道の基盤の強化に関する施策を策

定し、及びこれを実施するよう努めなければならない。 

３ 市町村は、その区域の自然的社会的諸条件に応じて、その区域内における水道事業者等の間の連

携等の推進その他の水道の基盤の強化に関する施策を策定し、及びこれを実施するよう努めなけれ

ばならない。 

４ 水道事業者等は、その経営する事業を適正かつ能率的に運営するとともに、その事業の基盤の強

化に努めなければならない。 

  （用語の定義） 

第３条  この法律において「水道」とは、導管及びその他の工作物により、水を人の飲用に適する水

として供給する施設の総体をいう。ただし、臨時に施設されたものを除く。 

２  この法律において「水道事業」とは、一般の需要に応じて、水道により水を供給する事業をいう。

ただし、給水人口が１００人以下である水道によるものを除く。 

３  この法律において「簡易水道事業」とは、給水人口が５,０００人以下である水道により、水を

供給する水道事業をいう。 

４  この法律において「水道用水供給事業」とは、水道により、水道事業者に対してその用水を供給

する事業をいう。ただし、水道事業者又は専用水道の設置者が他の水道事業者に分水する場合を除

く。 

５  この法律において「水道事業者」とは、第６条第１項の規定による認可を受けて水道事業を経営

する者をいい、「水道用水供給事業者」とは、第２６条の規定による認可を受けて水道用水供給事

業を経営する者をいう。 

６  この法律において「専用水道」とは、寄宿舎、社宅、療養所等における自家用の水道その他水道

事業の用に供する水道以外の水道であつて、次の各号のいずれかに該当するものをいう。ただし、

他の水道から供給を受ける水のみを水源とし、かつ、その水道施設のうち地中又は地表に施設され

ている部分の規模が政令で定める基準以下である水道を除く。 

一  １００人を超える者にその居住に必要な水を供給するもの  

二 その水道施設の一日最大給水量（一日に給水することができる最大の水量をいう。以下同じ。）

が政令で定める基準を超えるもの 

７  この法律において「簡易専用水道」とは、水道事業の用に供する水道及び専用水道以外の水道で

あつて、水道事業の用に供する水道から供給を受ける水のみを水源とするものをいう。ただし、そ

の用に供する施設の規模が政令で定める基準以下のものを除く。 

８  この法律において「水道施設」とは、水道のための取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、

送水施設及び配水施設（専用水道にあつては、給水の施設を含むものとし、建築物に設けられたも

のを除く。以下同じ。）であつて、当該水道事業者、水道用水供給事業者又は専用水道の設置者の

管理に属するものをいう。 

９  この法律において「給水装置」とは、需要者に水を供給するために水道事業者の施設した配水管

から分岐して設けられた給水管及びこれに直結する給水用具をいう。 

10  この法律において「水道の布設工事」とは、水道施設の新設又は政令で定めるその増設若しくは

改造の工事をいう。 

11  この法律において「給水装置工事」とは、給水装置の設置又は変更の工事をいう。 
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12  この法律において「給水区域」、「給水人口」及び「給水量」とは、それぞれ事業計画において

定める給水区域、給水人口及び給水量をいう。 
  （水質基準） 

第４条  水道により供給される水は、次の各号に掲げる要件を備えるものでなければならない。 
一  病原生物に汚染され、又は病原生物に汚染されたことを疑わせるような生物若しくは物質を含

むものでないこと。 
二  シアン、水銀その他の有毒物質を含まないこと。 
三  銅、鉄、

ふつ

弗素、フエノールその他の物質をその許容量を超えて含まないこと。 
四  異常な酸性又はアルカリ性を呈しないこと。 
五  異常な臭味がないこと。ただし、消毒による臭味を除く。 
六  外観は、ほとんど無色透明であること。 

２  前項各号の基準に関して必要な事項は、環境省令で定める。 
  （施設基準） 

第５条  水道は、原水の質及び量、地理的条件、当該水道の形態等に応じ、取水施設、貯水施設、導

水施設、浄水施設、送水施設及び配水施設の全部又は一部を有すべきものとし、その各施設は、次

の各号に掲げる要件を備えるものでなければならない。 
一  取水施設は、できるだけ良質の原水を必要量取り入れることができるものであること。 
二  貯水施設は、渇水時においても必要量の原水を供給するのに必要な貯水能力を有するものであ

ること。 
三  導水施設は、必要量の原水を送るのに必要なポンプ、導水管その他の設備を有すること。 
四  浄水施設は、原水の質及び量に応じて、前条の規定による水質基準に適合する必要量の浄水を

得るのに必要なちんでん池、
ろ

濾過池その他の設備を有し、かつ、消毒設備を備えていること。 
五  送水施設は、必要量の浄水を送るのに必要なポンプ、送水管その他の設備を有すること。 
六  配水施設は、必要量の浄水を一定以上の圧力で連続して供給するのに必要な配水池、ポンプ、

配水管その他の設備を有すること。 
２  水道施設の位置及び配列を定めるにあたつては、その布設及び維持管理ができるだけ経済的で、

かつ、容易になるようにするとともに、給水の確実性をも考慮しなければならない。 
３  水道施設の構造及び材質は、水圧、土圧、地震力その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、

水が汚染され、又は漏れるおそれがないものでなければならない。 
４  前３項に規定するもののほか、水道施設に関して必要な技術的基準は、国土交通省令（前条の規

定による水質基準に適合する浄水を得るため、又は当該浄水の水質を保持するために必要な技術的

基準については、国土交通省令・環境省令）で定める。 

      第１章の２  広域的水道整備計画 

第５条の２  （略） 

第５条の３  （略） 

      第３章  水道事業 

              第１節  事業の認可等 

第６条  （事業の認可及び経営主体）（略） 

第７条  （認可の申請）（略） 

第８条  （認可基準）（略） 
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第９条  （附款）（略） 

第１０条  （事業の変更）（略） 

第１１条  （事業の休止及び廃止）（略） 

第１２条  （技術者による布設工事の監督）（略） 

第１３条  （給水開始前の届出及び検査）（略） 

              第２節  業務 

  （供給規程） 

第１４条  水道事業者は、料金、給水装置工事の費用の負担区分その他の供給条件について、供給規

程を定めなければならない。 
２  前項の供給規程は、次に掲げる要件に適合するものでなければならない。 

一  料金が、能率的な経営の下における適正な原価に照らし、健全な経営を確保することができる 

公正妥当なものであること。 
二  料金が、定率又は定額をもつて明確に定められていること。 
三  水道事業者及び水道の需要者の責任に関する事項並びに給水装置工事の費用の負担区分及び

その額の算出方法が、適正かつ明確に定められていること。 
四 特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものではないこと。 
五 貯水槽水道（水道事業の用に供する水道及び専用水道以外の水道であつて、水道事業の用に供

する水道から供給を受ける水のみを水源とするものをいう。以下この号において同じ。）が設置

される場合においては、貯水槽水道に関し、水道事業者及び当該貯水槽水道の設置者の責任に関

する事項が、適正かつ明確に定められていること。  
３ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、国土交通省令で定める。 
４ 水道事業者は、供給規程を、その実施の日までに一般に周知させる措置をとらなければならない。 
５ 水道事業者が地方公共団体である場合にあつては、供給規程に定められた事項のうち料金を変更

したときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を国土交通大臣に届け出なければならな

い。    
６ 水道事業者が地方公共団体以外の者である場合にあつては、供給規程に定められた供給条件を変

更しようとするときは、国土交通大臣の認可を受けなければならない。    
７ 国土交通大臣は、前項の認可の申請が第２項各号に掲げる要件に適合していると認めるときは、

その認可を与えなければならない。 
  （給水義務） 

第１５条  水道事業者は、事業計画に定める給水区域内の需要者から給水契約の申込みを受けたとき

は、正当の理由がなければ、これを拒んではならない。 
２  水道事業者は、当該水道により給水を受ける者に対し、常時水を供給しなければならない。ただ

し、第４０条第１項の規定による水の供給命令を受けた場合又は災害その他正当な理由があつてや

むを得ない場合には、給水区域の全部又は一部につきその間給水を停止することができる。この場

合には、やむを得ない事情がある場合を除き、給水を停止しようとする区域及び期間をあらかじめ

関係者に周知させる措置をとらなければならない。 
３  水道事業者は、当該水道により給水を受ける者が料金を支払わないとき、正当な理由なしに給水

装置の検査を拒んだとき、その他正当な理由があるときは、前項本文の規定にかかわらず、その理

由が継続する間、供給規程の定めるところにより、その者に対する給水を停止することができる。 
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  （給水装置の構造及び材質） 

第１６条  水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令

に定める基準に適合していないときは、供給規程の定めるところにより、その者の給水契約の申込

を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止するこ

とができる。 
  （給水装置工事） 

第１６条の２  水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が前

条の規定に基づく政令で定める基準に適合することを確保するため、当該水道事業者の給水区域に

おいて給水装置工事を適正に施行することができると認められる者の指定をすることができる。 
２  水道事業者は、前項の指定をしたときは、供給規程の定めるところにより、当該水道によつて水

の供給を受ける者の給水装置が当該水道事業者又は当該指定を受けた者（以下「指定給水装置工事

事業者」という。）の施行した給水装置工事に係るものであることを供給条件とすることができる。 
３  前項の場合において、水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置が当該水

道事業者又は指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工事に係るものでないときは、供給規程

の定めるところにより、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停止するこ

とができる。ただし、国土交通省令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、又は当該給水装置

の構造及び材質が前条の規定に基づく政令で定める基準に適合していることが確認されたときは、

この限りでない。 
  （給水装置の検査） 

第１７条  水道事業者は、日出後日没前に限り、その職員をして、当該水道によつて水の供給を受け

る者の土地又は建物に立ち入り、給水装置を検査させることができる。ただし、人の看守し、若し

くは人の住居に使用する建物又は閉鎖された門内に立ち入るときは、その看守者、居住者又はこれ

らに代わるべき者の同意を得なければならない。 
２  前項の規定により給水装置の検査に従事する職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の

請求があつたときは、これを提示しなければならない。 
  （検査の請求） 

第１８条  水道事業によつて水の供給を受ける者は、当該水道事業者に対して、給水装置の検査及び

供給を受ける水の水質検査を請求することができる。 
２  水道事業者は、前項の規定による請求を受けたときは、すみやかに検査を行い、その結果を請求

者に通知しなければならない。 
  （水道技術管理者） 

第１９条 水道事業者は、水道の管理について技術上の業務を担当させるため、水道技術管理者一人

を置かなければならない。ただし、自ら水道技術管理者となることを妨げない。  

２  水道技術管理者は、次に掲げる事項に関する事務に従事し、及びこれらの事務に従事する他の職

員を監督しなければならない。  

一  水道施設が第５条の規定による施設基準に適合しているかどうかの検査(第２２条の２第２項

に規定する点検を含む。)  
二  第１３条第一項の規定による水質検査及び施設検査  

三  給水装置の構造及び材質が第１６条の政令で定める基準に適合しているかどうかの検査  

四  次条第１項の規定による水質検査  
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五  第２１条第一項の規定による健康診断  

六  第２２条の規定による衛生上の措置 

七  第２２条の３第１項の台帳の作成 

八  第２３条第１項の規定による給水の緊急停止  

九  第３７条前段の規定による給水停止  

３  水道技術管理者は、政令で定める資格(当該水道事業者が地方公共団体である場合にあつては、

当該資格を参酌して当該地方公共団体の条例で定める資格)を有する者でなければならない。  

  （水質検査） 

第２０条  水道事業者は、環境省令の定めるところにより、定期及び臨時の水質検査を行わなければ

ならない。 
２  水道事業者は、前項の規定による水質検査を行つたときは、これに関する記録を作成し、水質検

査を行つた日から起算して５年間、これを保存しなければならない。 
３  水道事業者は、第１項の規定による水質検査を行うため、必要な検査施設を設けなければならな

い。ただし、当該水質検査を、国土交通省令の定めるところにより、地方公共団体の機関又は国土

交通大臣及び環境大臣の登録をうけた者に委託して行うときは、この限りでない。 

第２０条の２から１６まで （略） 

  （健康診断） 

第２１条  水道事業者は、水道の取水場、浄水場又は配水池において業務に従事している者及びこれ

らの施設の設置場所の構内に居住している者について、環境省令の定めるところにより、定期及び

臨時の健康診断を行わなければならない。 
２  水道事業者は、前項の規定による健康診断を行つたときは、これに関する記録を作成し、健康診

断を行つた日から起算して１年間、これを保存しなければならない。 
  （衛生上の措置） 

第２２条  水道事業者は、環境省令の定めるところにより、水道施設の管理及び運営に関し、消毒そ

の他衛生上必要な措置を講じなければならない。 

第２２条の２から４まで（略） 

  （給水の緊急停止） 

第２３条  水道事業者は、その供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知つたときは、直

ちに給水を停止し、かつ、その水を使用することが危険である旨を関係者に周知させる措置を講じ

なければならない。 
２  水道事業者の供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知つた者は、直ちにその旨を当

該水道事業者に通報しなければならない。 
  （消火栓） 

第２４条  水道事業者は、当該水道に公共の消防のための消火栓を設置しなければならない。 
２  市町村は、その区域内に消火栓を設置した水道事業者に対し、その消火栓の設置及び管理に要す

る費用その他その水道が消防用に使用されることに伴い増加した水道施設の設置及び管理に要す

る費用につき、当該水道事業者との協議により、相当額の補償をしなければならない。 
３  水道事業者は、公共の消防用として使用された水の料金を徴収することができない。 
  （情報提供） 
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第２４条の２  水道事業者は、水道の需要者に対し、国土交通省令で定めるところにより、第２０条

第１項の規定による水質検査の結果その他水道事業に関する情報を提供しなければならない。 
  （業務の委託） 

第２４条の３  水道事業者は、政令で定めるところにより、水道の管理に関する技術上の業務の全部

又は一部を他の水道事業者若しくは水道用水供給事業者又は当該業務を適正かつ確実に実施するこ

とができる者として政令で定める要件に該当するものに委託することができる。 
２～８項（略） 

第２４条の４から１３まで（略） 

第２５条  （簡易水道事業に関する特例）（略） 

          第３節  指定給水装置工事事業者 

  （指定の申請） 

第２５条の２  第１６条の２第１項の指定は、給水装置工事の事業を行う者の申請により行う。 
２  第１６条の２第１項の指定を受けようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、次に掲

げる事項を記載した申請書を水道事業者に提出しなければならない。 
  一  氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 
  二  当該水道事業者の給水区域について給水装置工事の事業を行う事業所（以下この節において単

に「事業所」という。）の名称及び所在地並びに第２５条の４第１項の規定によりそれぞれの事

業所において選任されることとなる給水装置工事主任技術者の氏名 
  三  給水装置工事を行うための機械器具の名称、性能及び数 
  四  その他国土交通省令で定める事項 
  （指定の基準） 

第２５条の３  水道事業者は、第１６条の２第１項の指定の申請をした者が次の各号のいずれにも適

合していると認めるときは、同項の指定をしなければならない。 
  一  事業所ごとに、第２５条の４第１項の規定により給水装置工事主任技術者として選任されるこ

ととなる者を置く者であること。 
  二  国土交通省令で定める機械器具を有する者であること。 
  三  次のいずれにも該当しない者であること。 

イ  心身の故障により給水装置工事の事業を適正に行うことができない者として国土交通省令

で定めるもの 

ロ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
ハ  この法律に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつ

た日から２年を経過しない者 
ニ  第２５条の１１第１項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から２年を経過しな

い者 
ホ  その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由が

ある者 
ヘ  法人であつて、その役員のうちにイからホまでのいずれかに該当する者があるもの 

２  水道事業者は、第１６条の２第１項の指定をしたときは、遅滞なく、その旨を一般に周知させる

措置をとらなければならない。 

（指定の更新） 
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第２５条の３の２ 第１６条の２第１項の指定は、５年ごとにその更新を受けなければ、その期間の

経過によつて、その効力を失う。 
２ 前項の更新の申請があつた場合において、同項の期間（以下この項及び次項において「指定の有

効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する決定がされないときは、従前の指定は、指

定の有効期間の満了後もその決定がされるまでの間は、なおその効力を有する。 
３ 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の指定の有効期

間の満了の日の翌日から起算するものとする。 
４ 前２条の規定は、第１項の指定の更新について準用する。 
  （給水装置工事主任技術者） 

第２５条の４  指定給水装置工事事業者は、事業所ごとに、第３項各号に掲げる職務をさせるため、

国土交通省令で定めるところにより、給水装置工事主任技術者免状の交付を受けている者のうちか

ら、給水装置工事主任技術者を選任しなければならない。 
２  指定給水装置工事事業者は、給水装置工事主任技術者を選任したときは、遅滞なく、その旨を水

道事業者に届け出なければならない。これを解任したときも、同様とする。 
３  給水装置工事主任技術者は、次に掲げる職務を誠実に行わなければならない。 

一  給水装置工事に関する技術上の管理 
二  給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 
三  給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が第１６条の規定に基づく政令で定める基準に

適合していることの確認 
四  その他国土交通省令で定める職務 

４  給水装置工事に従事する者は、給水装置工事主任技術者がその職務として行う指導に従わなけれ

ばならない。 
  （給水装置工事主任技術者免状） 

第２５条の５  給水装置工事主任技術者免状は、給水装置工事主任技術者試験に合格した者に対し、

国土交通大臣及び環境大臣が交付する。 
２  国土交通大臣及び環境大臣は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、給水装置工事主任

技術者免状の交付を行わないことができる。 
一  次項の規定により給水装置工事主任技術者免状の返納を命ぜられ、その日から１年を経過しな

い者 
二  この法律に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた

日から２年を経過しない者 
３  国土交通大臣及び環境大臣は、給水装置工事主任技術者免状の交付を受けている者がこの法律に

違反したときは、その給水装置工事主任技術者免状の返納を命ずることができる。 

４ 給水装置工事主任技術者免状の交付、書換え交付、再交付及び返納の事務は、国土交通大臣が行

う。 
５  前各項に規定するもののほか、給水装置工事主任技術者免状の交付、書換え交付、再交付及び返

納に関し必要な事項は、国土交通省令・環境省令で定める。 
  （給水装置工事主任技術者試験） 

第２５条の６  給水装置工事主任技術者試験は、給水装置工事主任技術者として必要な知識及び技能

について、国土交通大臣及び環境大臣が行う。 
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２  給水装置工事主任技術者試験は、給水装置工事に関して３年以上の実務の経験を有する者でなけ

れば、受けることができない。 
３  給水装置工事主任技術者試験の試験科目、受験手続その他給水装置工事主任技術者試験の実施細

目は、国土交通省令・環境省令で定める。 
  （変更の届出等） 

第２５条の７  指定給水装置工事事業者は、事業所の名称及び所在地その他国土交通省令で定める事

項に変更があつたとき、又は給水装置工事の事業を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、国

土交通省令で定めるところにより、その旨を水道事業者に届け出なければならない。 
  （事業の基準） 

第２５条の８  指定給水装置工事事業者は、国土交通省令で定める給水装置工事の事業の運営に関す

る基準に従い、適正な給水装置工事の事業の運営に努めなければならない。 
  （給水装置工事主任技術者の立会い） 

第２５条の９  水道事業者は、第１７条第１項の規定による給水装置の検査を行うときは、当該給水

装置に係る給水装置工事を施行した指定給水装置工事事業者に対し、当該給水装置工事を施行した

事業所に係る給水装置工事主任技術者を検査に立ち会わせることを求めることができる。 
  （報告又は資料の提出） 

第２５条の１０  水道事業者は、指定給水装置工事事業者に対し、当該指定給水装置工事事業者が給

水区域において施行した給水装置工事に関し必要な報告又は資料の提出を求めることができる。 
  （指定の取消し） 

第２５条の１１  水道事業者は、指定給水装置工事事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、

第１６条の２第１項の指定を取り消すことができる。 
一  第２５条の３第１項各号のいずれかに適合しなくなつたとき。 
二  第２５条の４第１項又は第２項の規定に違反したとき。 
三  第２５条の７の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 
四  第２５条の８に規定する給水装置工事の事業の運営に関する基準に従つた適正な給水装置工

事の事業の運営をすることができないと認められるとき。 
五  第２５条の９の規定による水道事業者の求めに対し、正当な理由なくこれに応じないとき。 
六  前条の規定による水道事業者の求めに対し、正当な理由なくこれに応じず、又は虚偽の報告若

しくは資料の提出をしたとき。 
七  その施行する給水装置工事が水道施設の機能に障害を与え、又は与えるおそれが大であるとき。 
八  不正の手段により第１６条の２第１項の指定を受けたとき。 

２  第２５条の３第２項の規定は、前項の場合に準用する。 
        第４節  指定試験機関 

第２５条の１２から２７まで（略） 

      第４章  水道用水供給事業 

第２６条  （事業の認可）（略） 

第２７条  （認可の申請）（略） 

第２８条  （認可基準）（略） 

第２９条  （附款）（略） 

第３０条  （事業の変更）（略） 
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第３１条  （準用規定）（略） 

      第５章  専用水道 

  （確認） 

第３２条  専用水道の布設工事をしようとする者は、その工事に着手する前に、当該工事の設計が第

５条の規定による施設基準に適合するものであることについて、都道府県知事の確認を受けなけれ

ばならない。 
  （確認の申請） 

第３３条  前条の確認の申請をするには、申請書に、工事設計書その他国土交通省令で定める書類（図

面を含む。）を添えて、これを都道府県知事に提出しなければならない。 
２  前項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 
  一 申請者の住所及び氏名（法人又は組合にあつては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表

者の氏名） 

 二 水道事務所の所在地 

３ 専用水道の設置者は、前項に規定する申請書の記載事項に変更を生じたときは、速やかに、その

旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

４ 第１項の工事設計書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

  一  １日最大給水量及び１日平均給水量 

  二  水源の種別及び取水地点 

  三  水源の水量の概算及び水質試験の結果 

  四  水道施設の概要 

  五  水道施設の位置（標高及び水位を含む。）、規模及び構造 

  六  浄水方法 

  七  工事の着手及び完了の予定年月日 

  八  その他国土交通省令で定める事項 

５  都道府県知事は、第１項の申請を受理した場合において、当該工事の設計が第５条の規定による

施設基準に適合することを確認したときは、申請者にその旨を通知し、適合しないと認めたとき、

又は申請書の添付書類によつては適合するかしないかを判断することができないときは、その適合

しない点を指摘し、又はその判断することができない理由を付して、申請者にその旨を通知しなけ

ればならない。 

６  前項の通知は、第１項の申請を受理した日から起算して30日以内に、書面をもつてしなければな

らない。 

  （準用） 

第３４条  第１３条、第１９条(第２項第３号及び第７号を除く。)、第２０条から第２２条の２まで、

第２３条及び第２４条の３(第７項を除く。)の規定は、専用水道の設置者について準用する。この

場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲

げる字句に読み替えるものとする。 

第１３条第１項 国土交通大臣 都道府県知事 

第１９条第２項 事項 
事項(第３号及び第７号に掲げる事項を除

く。) 
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第２４条の３第２項 国土交通大臣 都道府県知事 

第２４条の３第４項 第１９条第２項各号 
第１９条第２項各号(第３号及び第７号を除

く。) 

第２４条の３第６項 

第１７条、第２０条から第２２条の３ 第２０条から第２２条の２ 

第２５条の９、第３６条第２項並びに第３９条

(第２項 
第３６条第２項並びに第３９条(第１項 

第２４条の３第８項 同項各号 同項各号(第３号及び第７号を除く。) 

 
２  一日最大給水量が１,０００立方メートル以下である専用水道については、当該水道が消毒設備

以外の浄水施設を必要とせず、かつ、自然流下のみによつて給水することができるものであるとき

は、前項の規定にかかわらず、第１９条第３項の規定を準用しない。 
      第６章  簡易専用水道 

第３４条の２  簡易専用水道の設置者は、国土交通省令で定める基準に従い、その水道を管理しなけ

ればならない。 
２  簡易専用水道の設置者は、当該簡易専用水道の管理について、国土交通省令（簡易専用水道によ

り供給される水の水質の検査に関する事項については、環境省令）の定めるところにより、定期に、

地方公共団体の機関又は国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者の検査を受けなければなら

ない。 

第３４条の３   （検査の義務）（略） 

第３４条の４   （準用）（略） 

      第７章  監督 

  （認可の取消し） 

第３５条   国土交通大臣は、水道事業者又は水道用水供給事業者が、正当な理由がなくて、事業認可

の申請書に添付した工事設計書に記載した工事着手の予定年月日の経過後１年以内に工事に着手せ

ず、若しくは工事完了の予定年月日の経過後１年以内に工事を完了せず、又は事業計画書に記載し

た給水開始の予定年月日の経過後１年以内に給水を開始しないときは、事業の認可を取り消すこと

ができる。この場合において、工事完了の予定年月日の経過後１年を経過した時に一部の工事を完

了していたときは、その工事を完了していない部分について事業の認可を取り消すこともできる。 
２  地方公共団体以外の水道事業者について前項に規定する理由があるときは、当該水道事業の給水

区域をその区域に含む市町村は、国土交通大臣に同項の処分をなすべきことを求めることができる。 
３  国土交通大臣は、地方公共団体である水道事業者又は水道用水供給事業者に対して第１項の処分

をするには、当該水道事業者又は水道用水供給事業者に対して弁明の機会を与えなければならない。

この場合においては、あらかじめ、書面をもつて弁明をなすべき日時、場所及び当該処分をなすべ

き理由を通知しなければならない。 
  （改善の指示等） 

第３６条  国土交通大臣は水道事業又は水道用水供給事業について、都道府県知事は専用水道につい

て、当該水道施設が第５条の規定による施設基準に適合しなくなつたと認め、かつ、国民の健康を

守るために緊急に必要があると認めるときは、当該水道事業者若しくは水道用水供給事業者又は専
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用水道の設置者に対して、期間を定めて、当該施設を改善すべき旨を指示することができる。 
２  国土交通大臣は水道事業又は水道用水供給事業について、都道府県知事は専用水道について、水

道技術管理者がその職務を怠り、警告を発したにもかかわらずなお継続して職務を怠つたときは当

該水道事業者若しくは水道用水供給事業者又は専用水道の設置者に対して、水道技術管理者を変更

すべきことを勧告することができる。 
３  都道府県知事は、簡易専用水道の管理が第３４条の２第１項の国土交通省令で定める基準に適合

していないと認めるときは、当該簡易専用水道の設置者に対して、期間を定めて、当該簡易専用水

道の管理に関し、清掃その他の必要な措置を採るべき旨を指示することができる。 
  （給水停止命令） 

第３７条  国土交通大臣は水道事業者又は水道用水供給事業者が、都道府県知事は専用水道又は簡易

専用水道の設置者が、前条第１項又は第３項の規定に基づく指示に従わない場合において、給水を

継続させることが当該水道の利用者の利益を阻害すると認めるときは、その指示に係る事項を履行

するまでの間、当該水道による給水を停止すべきことを命ずることができる。同条第２項の規定に

基づく勧告に従わない場合において、給水を継続させることが当該水道の利用者の利益を阻害する

と認めるときも、同様とする。 
  （供給条件の変更） 

第３８条  国土交通大臣は、地方公共団体以外の水道事業者の料金、給水装置工事の費用の負担区分

その他の供給条件が、社会的経済的事情の変動等により著しく不適当となり、公共の利益の増進に

支障があると認めるときは、当該水道事業者に対し、相当の期間を定めて、供給条件の変更の認可

を申請すべきことを命ずることができる。 
２  国土交通大臣は、水道事業者が前項の期間内に同項の申請をしないときは、供給条件を変更する

ことができる。 
  （報告の徴収及び立入検査） 

第３９条  国土交通大臣は、水道（水道事業等の用に供するものに限る。以下この項において同じ。）

の布設若しくは管理又は水道事業若しくは水道用水供給事業の適正を確保するために必要がある

と認めるときは、水道事業者若しくは水道用水供給事業者から工事の施行状況若しくは事業の実施

状況について必要な報告を徴し、又は当該職員をして水道の工事現場、事務所若しくは水道施設の

ある場所に立ち入らせ、工事の施行状況、水道施設、水質、水圧、水量若しくは必要な帳簿書類（そ

の作成又は保存に代えて電磁的記録の作成又は保存がされている場合における当該電磁的記録を

含む。次項及び次条第８項において同じ。）を検査させることができる。 
２  都道府県知事は、水道（水道事業等の用に供するものを除く。以下この項において同じ。）の布

設又は管理の適正を確保するために必要があると認めるときは、専用水道の設置者から工事の施行

状況若しくは専用水道の管理について必要な報告を徴し、又は当該職員をして水道の工事現場、事

務所若しくは水道施設のある場所に立ち入らせ、工事の施行状況、水道施設、水質、水圧、水量若

しくは必要な帳簿書類を検査させることができる。 
３  都道府県知事は、簡易専用水道の管理の適正を確保するために必要があると認めるときは、簡易

専用水道の設置者から簡易専用水道の管理について必要な報告を徴し、又は当該職員をして簡易専

用水道の用に供する施設の在る場所若しくは設置者の事務所に立ち入らせ、その施設、水質若しく

は必要な帳簿書類を検査させることができる。 
４  前３項の規定により立入検査を行う場合には、当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し、か
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つ、関係者の請求があつたときは、これを提示しなければならない。 
５  第１項、第２項又は第３項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと

解釈してはならない。 
      第８章  雑則 

第３９条の２  （災害その他非常の場合における連携及び協力の確保）（略） 

第４０条  （水道用水の緊急応援）（略） 

第４１条  （合理化の勧告）（略） 

第４２条  （地方公共団体による買収）（略） 

第４３条  （水源の汚濁防止のための要請等）（略） 

第４４条  （国庫補助）（略） 

第４５条  （国の特別な助成）（略） 

第４５条の２  （研究等の推進）（略） 

  （手数料） 

第４５条の３  給水装置工事主任技術者免状の交付、書換え交付又は再交付を受けようとする者は、

国に、実費を勘案して政令で定める額の手数料を納付しなければならない。 
２  給水装置工事主任技術者試験を受けようとする者は、国（指定試験機関が試験事務を行う場合に

あつては、指定試験機関）に、実費を勘案して政令で定める額の受験手数料を納付しなければなら

ない。 
３  前項の規定により指定試験機関に納められた受験手数料は、指定試験機関の収入とする。 

第４５条の４ （意見聴取等）（略） 

第４５条の５ （国土交通大臣と環境大臣の連携） 
第４６条  （都道府県が処理する事務）（略） 

第４７条  （権限の委任） 

第４８条  （管轄都道府県知事）（略） 

第４８条の２  （保健所を設置する市又は特別区に関する読替え等）（略） 

  （審査請求） 

第４８条の３  指定試験機関が行う試験事務に係る処分（試験の結果についての処分を除く。）又は

不作為については、国土交通大臣及び環境大臣に対し、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）

による審査請求をすることができる。 
  （特別区に関する読替） 

第４９条  特別区の存する区域においては、この法律中「市町村」とあるのは、「都」と読み替える

ものとする。 
第５０条  （国の設置する専用水道に関する特例)（略) 

第５０条の２  (国の設置する簡易専用水道に関する特例)（略） 

第５０条の３  (経過措置) （略） 

      第９章  罰則 

第５１条  水道施設を損壊し、その他水道施設の機能に障害を与えて水の供給を妨害した者は、５年

以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 
２  みだりに水道施設を操作して水の供給を妨害した者は、２年以下の懲役又は５０万円以下の罰金

に処する。 
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３  前２項の規定にあたる行為が、刑法の罪に触れるときは、その行為者は、同法の罪と比較して、

重きに従つて処断する。 
第５２条  次の各号のいずれかに該当する者は、３年以下の懲役又は３００万円以下の罰金に処する。 
一  第６条第１項の規定による認可を受けないで水道事業を経営した者 
二  第２３条第１項（第３１条及び第３４条第１項において準用する場合を含む。）の規定に違反

した者 
三  第２６条の規定による認可を受けないで水道用水供給事業を経営した者 

第５３条  次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 
一  第１０条第１項前段の規定に違反した者 
二  第１１条第１項（第３１条において準用する場合を含む。）の規定に違反した者 
三  第１５条第１項の規定に違反した者 
四  第１５条第２項(第２４条の８第１項(第３１条において準用する場合を含む。)の規定により

読み替えて適用する場合を含む。)（第３１条において準用する場合を含む。）の規定に違反し

て水を供給しなかつた者 
五  第１９条第１項（第３１条及び第３４条第１項において準用する場合を含む。）の規定に違反

した者 
六  第２４条の３第１項（第３１条及び第３４条第１項において準用する場合を含む。）の規定に

違反して、業務を委託した者  
七 第２４条の３第３項（第３１条及び第３４条第１項において準用する場合を含む。）の規定に

違反した者  
八 第２４条の７第２項(第３１条において準用する場合を含む。)の規定に違反した者 

九  第３０条第１項の規定に違反した者 
十  第３７条の規定による給水停止命令に違反した者 
十一  第４０条第１項(第２４条の８第１項(第３１条において準用する場合を含む。)の規定に 

より読み替えて適用する場合を含む。)及び第３項の規定による命令に違反した者 
第５３条の２  第２０条の１３（第３４条の４において準用する場合を含む。）の規定による業務の

停止の命令に違反した者は、１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 
第５３条の３ 第２５条の１７第１項の規定に違反した者は、１年以下の懲役又は１００万円以下の

罰金に処する。 

第５３条の４ 第２５条の２４第２項の規定による試験事務の停止の命令に違反したときは、その違

反行為をした指定試験機関の役員又は職員は、１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 
第５４条 次の各号のいずれかに該当する者は、１００万円以下の罰金に処する。 

一  第９条第１項（第１０条第２項において準用する場合を含む。）の規定により認可に付された

条件に違反した者 
二  第１３条第１項（第３１条及び第３４条第１項において準用する場合を含む。）の規定に違反

して水質検査又は施設検査を行わなかつた者 
三  第２０条第１項（第３１条及び第３４条第１項において準用する場合を含む。）の規定に違反

した者 
四  第２１条第１項（第３１条及び第３４条第１項において準用する場合を含む。）の規定に違反
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した者 
五  第２２条（第３１条及び第３４条第１項において準用する場合を含む。）の規定に違反した者 
六  第２９条第１項（第３０条第２項において準用する場合を含む。）の規定により認可に付され

た条件に違反した者 
七  第３２条の規定による確認を受けないで専用水道の布設工事に着手した者 
八  第３４条の２第２項の規定に違反した者 

第５５条  次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。 
一  地方公共団体以外の水道事業者であつて、第７条第４項第７号の規定により事業計画書に記載

した供給条件（第１４条第６項の規定による認可があつたときは、認可後の供給条件、第３８条

第２項の規定による変更があつたときは、変更後の供給条件）によらないで、料金又は給水装置

工事の費用を受け取つたもの 
二  第１０条第３項、第１１条第３項（第３１条において準用する場合を含む。）、第２４条の３

第２項（第３１条及び第３４条第１項において準用する場合を含む。）又は第３０条第３項の規

定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 
三  第３９条第１項、第２項、第３項又は第４０条第８項(第２４条の８第１項(第３１条において

準用する場合を含む。)の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は当該職員の検

査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

第５５条の２  次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。 

 一 第２０条の９（第３４条の４において準用する場合を含む。）の規定による届出をせず、又は

虚偽の届出をした者 

 二 第２０条の１４（第３４条の４において準用する場合を含む。）の規定に違反して帳簿を備え

 ず、帳簿に記載せず、若しくは帳簿に虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかつた者 

 三 第２０条の１５第１項（第３４条の４において準用する場合を含む。）の規定による報告をせ

ず、若しくは虚偽の報告をし、又は当該職員の検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 
第５５条の３  次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした指定試験機関の役員又は

職員は、３０万円以下の罰金に処する。 
一  第２５条の２０の規定に違反して帳簿を備えず、帳簿に記載せず、若しくは帳簿に虚偽の記載

をし、又は帳簿を保存しなかつたとき。 
二  第２５条の２２第１項の規定による報告を求められて、報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、

又は同項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 
三  第２５条の２３第１項の規定による許可を受けないで、試験事務の全部を廃止したとき。 

第５６条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の

業務に関して第５２条から第５３条の２まで又は第５４条から第５５条の２までの違反行為をし

たときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 
第５７条 正当な理由がないのに第２５条の５第３項の規定による命令に違反して給水装置工事主

任技術者免状を返納しなかつた者は、１０万円以下の過料に処する。 

 
    附  則  （昭和３２年６月法律第１７７号）から 

    附  則  （平成２９年５月３１日法律第４１号）まで （略） 

附  則  （平成３０年１２月１２日法律第９２号）（抄） 
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(指定給水装置工事事業者の指定の更新に関する経過措置) 

第３条 この法律の施行の際現に水道法第１６条の２第１項の指定を受けている同条第２項に規定す

る指定給水装置工事事業者の施行日後の最初の新法第２５条の３の２第１項の更新については、同項

中「５年ごと」とあるのは、「水道法の一部を改正する法律(平成３０年法律第９２号)の施行の日(以

下この項において「改正法施行日」という。)の前日から起算して５年(当該指定を受けた日が改正法

施行日の前日の５年前の日以前である場合にあつては、５年を超えない範囲内において政令で定める

期間)を経過する日まで」とする。 

附 則  (令和元年６月１４日法律第３７号) （抄） 

(施行期日) 

第１条 この法律は、公布の日から起算して３月を経過した日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第４０条、第５９条、第６１条、第７５条(児童福祉法第３４条の２０の改正規定に限る。)、第

８５条、第１０２条、第１０７条(民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に

関する法律第２６条の改正規定に限る。)、第１１１条、第１４３条、第１４９条、第１５２条、第１

５４条(不動産の鑑定評価に関する法律第２５条第６号の改正規定に限る。)及び第１６８条並びに次

条並びに附則第３条及び第６条の規定 公布の日 
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                  ◎水  道  法  施  行  令  （抄） 

 
※所管省庁は国の通知後に改訂を行う。 

昭和３２年１２月１２日  政令第３３６号 

改正 令和 元年１２月１３日 政令第１８３号 

改正 令和 ６年３月２９日  政令第１０２号 

 

  （専用水道の基準） 

第１条  水道法（以下「法」という。）第３条第６項ただし書に規定する政令で定める基準は、次の

とおりとする。 

一  口径２５ミリメートル以上の導管の全長    １,５００メートル 

ニ  水槽の有効容量の合計    １００立方メートル 

２  法第３条第６項第２号に規定する政令で定める基準は、人の飲用その他の国土交通省令で定める

目的のために使用する水量が２０立方メートルであることとする。 

  （簡易専用水道の適用除外の基準） 

第２条  法第３条第７項ただし書に規定する政令で定める基準は、水道事業の用に供する水道から水

の供給を受けるために設けられる水槽の有効容量の合計が１０立方メートルであることとする。 

第３条  （水道施設の増設及び改造の工事）（略） 

第４条 （法第１１条第２項に規定する給水人口の基準) （略） 

第５条  （布設工事監督者の資格）（略） 

  （給水装置の構造及び材質の基準） 

第６条  法第１６条の規定による給水装置の構造及び材質は、次のとおりとする。 

一  配水管への取付口の位置は、他の給水装置の取付口から３０センチメートル以上離れているこ

と。 

二  配水管への取付口における給水管の口径は、当該給水装置による水の使用量に比し、著しく過

大でないこと。 

三  配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結されていないこと。 

四  水圧、土圧その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、水が汚染され又は、漏れるおそれ

がないものであること。 

五  凍結、破壊、侵食等を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

六  当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていないこと。 

七  水槽、プール、流しその他水を入れ、又は受ける器具、施設等に給水する給水装置にあつては、

水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜられていること。 

２  前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、国土交通省令で定める。 

第７条  （水道技術管理者の資格）（略） 

第８条（登録水質検査機関等の登録の有効期間） 

第９条  （業務の委託）（略） 

第１０条   （略） 

第１１条  （受託水道業務技術管理者の資格）（略） 
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第１２条  （国庫補助）（略） 

  （手数料） 

第１３条  法第４５条の３第１項の政令で定める手数料の額は、次の各号に掲げる者の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める額とする。 

一  給水装置工事主任技術者免状（以下この項において［免状］という。）の交付を受けようとす

る者                                                          ２,５００円 

 （行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成１４年法律第１５１号）第３条

第１項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用する者（以下「電子情報処理組織を

使用する者」という。）にあつては、２，４５０円） 

二  免状の書換え交付を受けようとする者                           ２,１５０円 

 （電子情報処理組織を使用する者にあつては、２，０５０円） 

三  免状の再交付を受けようとする者                               ２,１５０円 

 （電子情報処理組織を使用する者にあつては、２，０５０円） 

２  法第４５条の３第２項の政令で定める受験手数料の額は、１６,８００円とする。 

第１４条  （都道府県の処理する事務）（略） 

第１５条  （指定都道府県の処理する事務）（略） 

第１６条  （管轄都道府県知事）（略） 

 

      附  則  （昭和３２年１２月政令第３３６号）から 

      附  則  （平成３１年４月１７日政令第１５４号）まで（略） 

      附  則  （令和元年１２月１３日政令第１８３号）抄 

  （施行期日） 

第１条  この政令は、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政

運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等

の一部を改正する法律(次条において「改正法」という。)の施行の日(令和元年１２月１６日)から

施行する。 

附則  （令和６年３月２９日政令第１０２号） 
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◎    水道法施行規則    （抄） 

 
※所管省庁は国の通知後に改訂を行う。 

昭和３２年１２月１４日厚生省令第４５号 

改正   令和２年６月１０日厚生労働省令第１２０号 
改正    令和６年３月２９日厚生労働省令第６５号 

目次 
第１章  水道事業 

第１節  事業の認可等（第１条－第１７条の４） 
第２節  指定給水装置工事事業者（第１８条－第３６条） 
第３節  指定試験機関（第３７条－第４８条） 

第２章  水道用水供給事業（第４９条－第５２条） 
第３章  専用水道（第５３条・第５４条） 
第４章  簡易専用水道（第５５条－第５６条の８） 
第５章  雑則（第５７条） 
附則 

 
第１章  水道事業 

        第１節  事業の認可等 

  （令第１条第２項の国土交通省令で定める目的） 

第１条  水道法施行令（昭和３２年政令第３３６号。以下「令」という。）第１条第２項に規定する

国土交通省令で定める目的は、人の飲用、炊事用、浴用その他人の生活の用に供することとする。 
第１条の２から３まで（略） 
第２条  （事業計画書の記載事項）（略） 

              第３条  （工事設計書に記載すべき水質試験の結果）（略） 
              第４条  （工事設計書の記載事項）（略） 

第５条から第７条まで  （法第８条第１項各号を適用するについて必要な技術的細目）（略） 
第７条の２  （事業の変更の認可を要しない軽微な変更）（略） 
第８条  （変更認可申請書の添付書類等）（略） 
第８条の２から４まで（略） 
第９条  （布設工事監督者の資格）（略） 
第１０条  （給水開始前の水質検査）（略） 
第１１条  （給水開始前の施設検査）（略） 
  （法第１４条第２項各号を適用するについて必要な技術的細目） 
第１２条から同条の３まで（略）   
第１２条の４ 法第１４条第３項に規定する技術的細目のうち、同条第２項第４号に関するものは、

次に掲げるものとする。 
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一 料金に区分を設定する場合にあつては、給水管の口径、水道の使用形態等の合理的な区分に基づ

き設定されたものであること。 

二 料金及び給水装置工事の費用のほか、水道の需要者が負担すべき費用がある場合にあつては、そ

の金額が、合理的かつ明確な根拠に基づき設定されたものであること。 

第１２条の５  法第１４条第３項に規定する技術的細目のうち、同条第２項第５号に関するものは、

次に掲げるものとする。 
一 水道事業者の責任に関する事項として、必要に応じて、次に掲げる事項が定められていること。 

イ 貯水槽水道の設置者に対する指導、助言及び勧告  
ロ 貯水槽水道の利用者に対する情報提供  

二 貯水槽水道の設置者の責任に関する事項として、必要に応じて、次に掲げる事項が定められて

いること。 
イ 貯水槽水道の管理責任及び管理の基準  
ロ 貯水槽水道の管理の状況に関する検査  

第１２条の６  （料金の変更の届出）（略） 

  （給水装置の軽微な変更） 

第１３条  法第１６条の２第３項の国土交通省令で定める給水装置の軽微な変更は、単独水栓の取替

え及び補修並びにこま、パッキン等給水装置の末端に設置される給水用具の部品の取替え（配管を

伴わないものに限る。）とする。 
第１４条    （水道技術管理者の資格）（略） 

第１４条の２から１６まで （略） 

第１５条    （定期及び臨時の水質検査）（略） 

第１５条の２から１０まで （略） 

第１６条    （健康診断）（略） 

第１７条    （衛生上必要な措置）（略） 

第１７条の２から４まで （略） 

  （情報提供） 

第１７条の５  法第２４条の２の規定による情報の提供は、第１号から第６号までに掲げるものにあ

つては毎年１回以上定期に（第１号の水質検査計画にあつては、毎事業年度の開始前に）、第７号

及び第８号に掲げるものにあつては必要が生じたときに速やかに、水道の需要者の閲覧に供する等

水道の需要者が当該情報を容易に入手することができるような方法で行うものとする。 
一 水質検査計画及び法第２０条第１項の規定により行う定期の水質検査の結果その他水道によ

り供給される水の安全に関する事項  
二 水道事業の実施体制に関する事項（法第２４条の３第１項の規定による委託及び法第二十四条

の四第一項の規定による水道施設運営権の設定の内容を含む。） 

三 水道施設の整備その他水道事業に要する費用に関する事項  
四 水道料金その他需要者の負担に関する事項  
五 給水装置及び貯水槽水道の管理等に関する事項  
六 水道施設の耐震性能、耐震性の向上に関する取組等の状況に関する事項 

七 法第２０条第１項の規定により行う臨時の水質検査の結果  
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八 災害、水質事故等の非常時における水道の危機管理に関する事項 
第１７条の６から１２まで （略） 

        第２節  指定給水装置工事事業者 

  （指定の申請） 

第１８条  法第２５条の２第２項の申請書は、様式第１によるものとする。 
２  前項の申請書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

一  法第２５条の３第１項第３号イからヘまでのいずれにも該当しない者であることを誓約する

書類 
二  法人にあつては定款及び登記事項証明書、個人にあつてはその住民票の写し 

３  前項第１号の書類は、様式第２によるものとする。 
第１９条  法第２５条の２第２項第４号の国土交通省令で定める事項は、次の各号に掲げるものとす

る。 
一  法人にあつては、役員の氏名 
二  指定を受けようとする水道事業者の給水区域について給水装置工事の事業を行う事業所（第21

条第３項において単に「事業所」という。）において給水装置工事主任技術者として選任される

こととなる者が法第２５条の５第１項の規定により交付を受けている給水装置工事主任技術者

免状（以下「免状」という。）の交付番号 
三  事業の範囲 

  （国土交通省令で定める機械器具） 

第２０条  法第２５条の３第１項第２号の国土交通省令で定める機械器具は、次の各号に掲げるもの

とする。 
一  金切りのこその他の管の切断用の機械器具 
二  やすり、パイプねじ切り器その他の管の加工用の機械器具 
三  トーチランプ、パイプレンチその他の接合用の機械器具 
四  水圧テストポンプ 

（国土交通省令で定める者） 

第２０条の２ 法第２５条の３第１項第３号イの国土交通省令で定める者は、精神の機能の障害によ

り給水装置工事の事業を適正に行うに当たつて必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことが

できない者とする。 
  （給水装置工事主任技術者の選任） 

第２１条  指定給水装置工事事業者は、法第１６条の２の指定を受けた日から２週間以内に給水装置

工事主任技術者を選任しなければならない。 
２  指定給水装置工事事業者は、その選任した給水装置工事主任技術者が欠けるに至つたときは、当

該事由が発生した日から２週間以内に新たに給水装置工事主任技術者を選任しなければならない。 
３  指定給水装置工事事業者は、前２項の規定による選任を行う場合において、選任しようとする者

が同時に二以上の事業所の給水装置工事主任技術者を兼ねることとなるときには、当該２以上の事

業所の給水装置工事主任技術者となつてもその職務を行うに当たつて支障がないことを確認しな

ければならない。 
第２２条  法第２５条の４第２項の規定による給水装置工事主任技術者の選任又は解任の届出は、様

式第３によるものとする。 
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  （給水装置工事主任技術者の職務） 

第２３条  法第２５条の４第３項第４号の国土交通省令で定める給水装置工事主任技術者の職務は、

水道事業者の給水区域において施行する給水装置工事に関し、当該水道事業者と次の各号に掲げる

連絡又は調整を行うこととする。 
一  配水管から分岐して給水管を設ける工事を施行しようとする場合における配水管の位置の確

認に関する連絡調整 
二  第３６条第１項第２号に掲げる工事に係る工法、工期その他の工事上の条件に関する連絡調整 
三  給水装置工事（第１３条に規定する給水装置の軽微な変更を除く。）を完了した旨の連絡 

  （免状の交付申請） 

第２４条  法第２５条の５第１項の規定により給水装置工事主任技術者免状（以下「免状」という。）

の交付を受けようとする者は、様式第４による免状交付申請書に次に掲げる書類を添えて、これを

国土交通大臣及び環境大臣に提出しなければならない。 
一  戸籍抄本又は住民票の抄本（日本の国籍を有しない者にあつては、これに代わる書面） 
二  第３３条の規定により交付する合格証書の写し 

  （免状の様式） 

第２５条  法第２５条の５第１項の規定により交付する免状の様式は、様式第５による。 
  （免状の書換え交付申請） 

第２６条  免状の交付を受けている者は、免状の記載事項に変更を生じたときは、免状に戸籍抄本又

は住民票の抄本（日本の国籍を有しない者にあつては、これに代わる書面）を添えて、国土交通大

臣及び環境大臣に免状の書換え交付を申請することができる。 
２  前項の免状の書換え交付の申請書の様式は、様式第６による。 
  （免状の再交付申請） 

第２７条  免状の交付を受けている者は、免状を破り、汚し、又は失つたときは、国土交通大臣及び

環境大臣に免状の再交付を申請することができる。 
２  前項の免状の再交付の申請書の様式は、様式第７による。 
３  免状を破り、又は汚した者が第１項の申請をする場合には、申請書にその免状を添えなければな

らない。 
４  免状の交付を受けている者は、免状の再交付を受けた後、失つた免状を発見したときは、５日以

内に、これを国土交通大臣及び環境大臣に返納するものとする。 
  （免状の返納） 

第２８条  免状の交付を受けている者が死亡し、又は失そうの宣告を受けたときは、戸籍法（昭和22
年法律第２２４号）に規定する死亡又は失そうの届出義務者は、１月以内に、国土交通大臣及び環

境大臣に免状を返納するものとする。 
  （試験の公示） 

第２９条  国土交通大臣及び環境大臣は、法第２５条の６第１項の規定による給水装置工事主任技術

者試験（以下「試験」という。）を行う期日及び場所並びに受験願書の提出期限及び提出先を、あ

らかじめ、官報に公示するものとする。 
  （試験科目） 

第３０条  試験の科目は、次のとおりとする。 
一  公衆衛生概論 
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二  水道行政 
三  給水装置の概要 
四  給水装置の構造及び性能 
五  給水装置工事法 
六  給水装置施工管理法 
七  給水装置計画論 
八  給水装置工事事務論 

  （試験科目の一部免除） 

第３１条  建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第２７条の３の表に掲げる検定種目のうち、

管工事施工管理の種目に係る１級又は２級の技術検定に合格した者は、試験科目のうち給水装置の

概要及び給水装置施工管理法の免除を受けることができる。 
  （受験の申請） 

第３２条  試験を受けようとする者は、様式第８による受験願書に次に掲げる書類を添えて、これを

国土交通大臣及び環境大臣（法第２５条の１２第１項に規定する指定試験機関が受験手続に関する

事務を行う場合にあつては、指定試験機関）に提出しなければならない。 
一  法第２５条の６第２項に該当する者であることを証する書類 
二  写真（出願前６月以内に脱帽して正面から上半身を写した写真で、縦６センチメートル横４セ

ンチメートルのもので、その裏面には撮影年月日及び氏名を記載すること。） 
三  前条の規定により試験科目の一部の免除を受けようとする場合には、様式第９による給水装置

工事主任技術者試験一部免除申請書及び前条に該当する者であることを証する書類 
  （合格証書の交付） 

第３３条  国土交通大臣及び環境大臣（指定試験機関が合格証書の交付に関する事務を行う場合にあ

つては、指定試験機関）は、試験に合格した者に合格証書を交付しなければならない。 
  （変更の届出） 

第３４条  法第２５条の７の国土交通省令で定める事項は、次の各号に掲げるものとする。 
一  氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 
二  法人にあつては、役員の氏名 
三  給水装置工事主任技術者の氏名又は給水装置工事主任技術者が交付を受けた免状の交付番号 

２  第２５条の７の規定により変更の届出をしようとする者は、当該変更のあつた日から３０日以内

に様式第１０による届出書に次に掲げる書類を添えて、水道事業者に提出しなければならない。 
一  前項第１号に掲げる事項の変更の場合には、法人にあつては定款及び登記事項証明書、個人に

あつては住民票の写し 
二  前項第２号に掲げる事項の変更の場合には、様式第２による法第２５条の３第１項第３号イか

らヘまでのいずれにも該当しない者であることを誓約する書類及び登記事項証明書 
  （廃止等の届出） 

第３５条  法第２５条の７の規定により事業の廃止、休止又は再開の届出をしようとする者は、事業

を廃止し、又は休止したときは、当該廃止又は休止の日から３０日以内に、事業を再開したときは、

当該再開の日から１０日以内に、様式第１１による届出書を水道事業者に提出しなければならない。 
  （事業の運営の基準） 

第３６条  法第２５条の８に規定する国土交通省令で定める給水装置工事の事業の運営に関する基準
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は、次の各号に掲げるものとする。 
一  給水装置工事（第１３条に規定する給水装置の軽微な変更を除く。）ごとに、法第２５条の４

第１項の規定により選任した給水装置工事主任技術者のうちから、当該工事に関して法第２５条

の４第３項各号に掲げる職務を行う者を指名すること。 
二  配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口から水道メーター

までの工事を施行する場合において、当該配水管及び他の地下埋設物に変形、破損その他の異常

を生じさせることがないよう適切に作業を行うことができる技能を有する者を従事させ、又はそ

の者に当該工事に従事する他の者を実施に監督させること。 
三  水道事業者の給水区域において前号に掲げる工事を施行するときは、あらかじめ当該水道事業

者の承認を受けた工法、工期その他の工事上の条件に適合するように当該工事を施行すること。 
四  給水装置工事主任技術者及びその他の給水装置工事に従事する者の給水装置工事の施行技術

の向上のために、研修の機会を確保するよう努めること。 
五  次に掲げる行為を行わないこと。 

イ  令第５条に規定する基準に適合しない給水装置を設置すること。 
ロ  給水管及び給水用具の切断、加工、接合等に適さない機械器具を使用すること。 

六  施行した給水装置工事（第１３条に規定する給水装置の軽微な変更を除く。）ごとに、第１号

の規定により指名した給水装置工事主任技術者に次の各号に掲げる事項に関する記録を作成さ

せ、当該記録をその作成の日から３年間保存すること。 
イ  施主の氏名又は名称 
ロ  施行の場所 
ハ  施行完了年月日 
ニ  給水装置工事主任技術者の氏名 
ホ  竣工図 
ヘ  給水装置工事に使用した給水管及び給水用具に関する事項 
ト  法第２５条の４第３項第３号の確認の方法及びその結果 

        第３節  指定試験機関 

第３７条  （指定試験機関の指定の申請）  （略） 

第３８条  （指定試験機関の名称等の変更の届出）  （略） 

第３９条  （役員の選任又は解任の認可の申請）  （略） 

第４０条  （試験委員の要件）  （略） 

第４１条  （試験委員の選任又は変更の届出）  （略） 

第４２条  （試験事務規程の認可の申請）  （略） 

第４３条  （試験事務規程の記載事項）  （略） 

第４４条  （事業計画及び収支予算の認可の申請）  （略） 

第４５条  （帳簿）  （略） 

第４６条  （試験結果の報告）  （略） 

第４７条  （試験事務の休止又は廃止の許可の申請）  （略） 

第４８条  （試験事務の引継ぎ等）  （略） 

      第２章  水道用水供給事業 

第４９条  （認可申請書の添附書類等）（略） 
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第５０条  （事業計画書の記載事項）（略） 

第５１条  （変更認可申請書の添付書類等）（略） 

第５１条の２から５まで （略） 

第５２条  （準用）（略） 

      第３章  専用水道 

第５３条  （確認申請書の添附書類等）（略） 

第５４条  （準用）（略） 

      第４章  簡易専用水道 

  （管理基準） 

第５５条  法第３４条の２第１項に規定する国土交通省令で定める基準は、次の各号に掲げるものと

する。 
一  水槽の掃除を１年以内ごとに１回、定期に、行うこと。 
二  水槽の点検等有害物、汚水等によつて水が汚染されるのを防止するために必要な措置を講ずる

こと。 
三  給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により給水する水に異常を認めたときは、

水質基準に関する省令の表の上欄に掲げる事項のうち必要なものについて検査を行うこと。 
四  供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知つたときは、直ちに給水を停止し、かつ、

その水を使用することが危険である旨を関係者に周知させる措置を講ずること。 
  （検査） 

第５６条 法第３４条の２第２項の規定による検査は、毎年一回以上定期に行うものとする。 
２  検査の方法その他必要な事項については、国土交通大臣（簡易専用水道により供給される水の水

質の検査に関する事項については、環境大臣）が定めるところによるものとする。 

第５６条の２から８まで （略） 
      第５章  雑則 

第５７条  （証明書の様式）（略） 

 
      附  則    （昭和３２年１２月１４日厚生省令第４５号）から 
      附  則    （令和  元年６月１０日厚生労働省令第５７号）まで  （略） 
      附  則    （令和 ２年６月１０日厚生労働省令第１２０号） 

   附 則  （令和 ６年３月２９日厚生労働省令第６５号）  
 この省令は、交付の日から施行する。  
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                ◎水質基準に関する省令（抄） 
      

   ※所管省庁は国の通知後に改訂を行う。 

      水道法第４条第２項の規定に基づく水質基準に関する省令      

平成１５年 ５月３０日 厚生労働省令第１０１号 

         一部改正  令和２年  ３月２５日  厚生労働省令第 ３８号 

                                                         令和２年４月１日施行 

 

    水道により供給される水は、次の表の左欄に掲げる事項につき厚生労働大臣が定める方法によっ

て行う検査において、同表の右欄に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

   

１ 一 般 細 菌 １mＬの検水で形成される集落数が100以下であること。 

２ 大 腸 菌 検出されないこと。 

３ カ ドミ ウム及 びそ の化合 物 カドミウムの量に関して、0.003㎎/Ｌ以下であること。 

４ 水 銀 及 び そ の 化 合 物 水銀の量に関して、0.0005㎎/Ｌ以下であること。 

５ セ レ ン 及 び そ の 化 合 物 セレンの量に関して、0.01㎎/Ｌ以下であること。 

６ 鉛 及 び そ の 化 合 物 鉛の量に関して、0.01㎎/Ｌ以下であること。 

７ ヒ 素 及 び そ の 化 合 物 ヒ素の量に関して、0.01㎎/Ｌ以下であること。 

８ 六 価 ク ロ ム 化 合 物 六価クロムの量に関して、0.02㎎/Ｌ以下であること。 

９ 亜 硝 酸 態 窒 素 0.04㎎/Ｌ以下であること。 

１０ シアン化物イオン及び塩化シアン シアンの量に関して、0.01㎎/Ｌ以下であること。 

１１ 硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 10㎎/Ｌ以下であること。 

１２ フ ッ 素 及 び そ の 化 合 物 フッ素の量に関して、0.8㎎/Ｌ以下であること。 

１３ ホ ウ 素 及 び そ の 化 合 物 ホウ素の量に関して、1.0㎎/Ｌ以下であること。 

１４ 四 塩 化 炭 素 0.002㎎/Ｌ以下であること。 

１５ 1 , ４ － ジ オ キ サ ン 0.05㎎/Ｌ以下であること。 

１６ シス－1,2－ジクロロエチレン及び

トランス－1,2－ジクロロエチレン 

0.04㎎/Ｌ以下であること。 

１７ ジ ク ロ ロ メ タ ン 0.02㎎/Ｌ以下であること。 

１８ テ ト ラ ク ロ ロ エ チ レ ン 0.01㎎/Ｌ以下であること。 

１９ ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン 0.01㎎/Ｌ以下であること。 

２０ ベ ン ゼ ン 0.01㎎/Ｌ以下であること。 

２１ 塩 素 酸 0.6mg/Ｌ以下であること。 

２２ ク ロ ロ 酢 酸 0.02㎎/Ｌ以下であること。 

２３ ク ロ ロ ホ ル ム 0.06㎎/Ｌ以下であること。 

２４ ジ ク ロ ロ 酢 酸 0.03㎎/Ｌ以下であること。 

２５ ジ ブ ロ モ ク ロ ロ メ タ ン 0.1㎎/Ｌ以下であること。 

２６ 臭 素 酸 0.01㎎/Ｌ以下であること。 

２７ 総トリハロメタン(クロロホルム、

ジブロモクロロメタン、ブロモジク

ロロメタン及びブロモホルムのそ

れ ぞ れ の 濃 度 の 総 和 ) 

0.1㎎/Ｌ以下であること。 

２８ ト リ ク ロ ロ 酢 酸 0.03㎎/Ｌ以下であること。 

２９ ブ ロ モ ジ ク ロ ロ メ タ ン 0.03㎎/Ｌ以下であること。 

３０ ブ ロ モ ホ ル ム 0.09㎎/Ｌ以下であること。 

３１ ホ ル ム ア ル デ ヒ ド 0.08㎎/Ｌ以下であること。 

３２ 亜 鉛 及 び そ の 化 合 物 亜鉛の量に関して、1.0㎎/Ｌ以下であること。 
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３３ アルミニウム及びその化合物 アルミニウムの量に関して、0.2㎎/Ｌ以下であること。 

３４ 鉄 及 び そ の 化 合 物 鉄の量に関して、0.3㎎/Ｌ以下であること。 

３５ 銅 及 び そ の 化 合 物 銅の量に関して、1.0㎎/Ｌ以下であること。 

３６ ナ トリ ウム及 びそ の化合 物 ナトリウムの量に関して、200㎎/Ｌ以下であること。 

３７ マ ン ガ ン 及 び そ の 化 合 物 マンガンの量に関して、0.05㎎/Ｌ以下であること。 

３８ 塩 化 物 イ オ ン 200㎎/Ｌ以下であること。 

３９ カルシウム､マグネシウム等(硬度) 300㎎/Ｌ以下であること。 

４０ 蒸 発 残 留 物 500㎎/Ｌ以下であること。 

４１ 陰 イ オ ン 界 面 活 性 剤 0.2㎎/Ｌ以下であること。 

４２ (4S,4aS,8aR)－オクタヒドロ－4,8

a－ジメチルナフタレン－4a(2H)－

オール ( 別名ジェオスミン ) 

0.00001mg／Ｌ以下であること。 

４３ 1,2,7,7－テトラメチルビシクロ

[2,2,1]ヘプタン－2－オール(別名

2－メチルイソボルネオール) 

0.00001mg／Ｌ以下であること。 

４４ 非 イ オ ン 界 面 活 性 剤 0.02㎎/Ｌ以下であること。 

４５ フ ェ ノ ー ル 類 フェノールの量に換算して、0.005㎎/Ｌ以下であること。 

４６ 有機物(全有機炭素(ＴＯＣ)の量)  3㎎/Ｌ以下であること。 

４７ ｐＨ                値 5.8以上 8.6以下であること。 

４８ 味 異常でないこと。 

４９ 臭 気 異常でないこと。 

５０ 色 度 五度以下であること。 

５１ 濁 度 二度以下であること。 

 

附  則  (令和２年３月２５日厚生労働省令第３８号) 抄 

(施行期日) 

第１条 この省令は、令和２年４月１日から施行する。
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◎給水装置の構造及び材質の基準に関する省令（抄） 
 

※所管省庁は国の通知後に改訂を行う。 

  平成  ９年３月１９日  厚生省令第１４号   

一部改正  令和２年３月２５日  厚生労働省令第３８号 

令和２年４月１日施行 

 

（耐圧に関する基準） 

第１条  給水装置（最終の止水機構の流出側に設置されている給水用具を除く。以下この条において

同じ。）は、次に掲げる耐圧のための性能を有するものでなければならない。 

  一  給水装置（次号に規定する加圧装置及び当該加圧装置の下流側に設置されている給水用具並び 

に第三号に規定する熱交換器内における浴槽内の水等の加熱用の水路を除く。）は、厚 生労働

大臣が定める耐圧に関する試験（以下「耐圧性能試験」という。）により 1.75MPaの静水圧を１分

間加えたとき、水漏れ、変形、破損その他の異常を生じないこと。 

  二  加圧装置及び当該加圧装置の下流側に設置されている給水用具（次に掲げる要件を満たす給水 

用具に設置されているものに限る。）は、耐圧性能試験により当該加圧装置の最大吐出圧力の静 

水圧を１分間加えたとき、水漏れ、変形、破損その他の異常を生じないこと。 

イ 当該加圧装置を内蔵するものであること。 

ロ 減圧弁が設置されているものであること。 

ハ ロの減圧弁の下流側に当該加圧装置が設置されているものであること。 

ニ 当該加圧装置の下流側に設置されている給水用具についてロの減圧弁を通さない水と 

の接続がない構造のものであること。 

三  熱交換器内における浴槽内の水等の加熱用の水路（次に掲げる要件を満たすものに限る。）に

ついては、接合箇所（溶接によるものを除く。）を有せず、耐圧性能試験により1.75MPaの静水

圧を１分間加えたとき、水漏れ、変形、破損その他の異常を生じないこと。 

    イ 当該熱交換器が給湯及び浴槽内の水等の加熱に兼用する構造のものであること。 

ロ 当該熱交換器の構造として給湯用の水路と浴槽内の水等の加熱用の水路が接触するもの

であること。 
  四  パッキンを水圧で圧縮することにより水密性を確保する構造の給水用具は、前１号に掲げる性

能を有するとともに、耐圧性能試験により20kPaの静水圧を１分間加えたとき、水漏れ、変形、

破損その他の異常を生じないこと。 

２  給水装置の接合箇所は、水圧に対する充分な耐力を確保するためにその構造及び材質に応じた適

切な接合が行われているものでなければならない。 

３  家屋の主配管は、配管の経路について構造物の下の通過を避けること等により漏水時の修理を容

易に行うことができるようにしなければならない。 

（浸出等に関する基準） 

第２条  飲用に供する水を供給する給水装置は、厚生労働大臣が定める浸出に関する試験（以下「浸

出性能試験」という。）により供試品（浸出性能試験に供される器具、その部品、又はその材料（金

属以外のものに限る。）をいう。）について浸出させたとき、その浸出液は、別表第１の上欄に掲
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げる事項につき、水栓その他給水装置の末端に設置されている給水用具にあっては同表の中欄に掲

げる基準に適合し、それ以外の給水装置にあっては同表の下欄に掲げる基準に適合しなければなら

ない。 

２  給水装置は、末端部が行き止まりとなっていること等により水が停滞する構造であってはならな

い。ただし、当該末端部に排水機構が設置されているものにあっては、この限りでない。 

３  給水装置は、シアン、六価クロムその他水を汚染するおそれのある物を貯留し、又は取り扱う施

設に近接して設置されていてはならない。 

４  鉱油類、有機溶剤その他の油類が浸透するおそれのある場所に設置されている給水装置は、当該

油類が浸透するおそれのない材質のもの又はさや管等により適切な防護のための措置が講じられ

ているものでなければならない。 

（水撃限界に関する基準） 

第３条  水栓その他水撃作用（止水機構を急に閉止した際に管路内に生じる圧力の急激な変動作用を

いう。）を生じるおそれのある給水用具は、厚生労働大臣が定める水撃限界に関する試験により当

該給水用具内の流速を２ｍ毎秒又は当該給水用具内の動水圧0.15MPaとする条件において給水用具

の止水機構の急閉止（閉止する動作が自動的に行われる給水用具にあっては、自動閉止）をしたと

き、その水撃作用により上昇する圧力が1.5MPa以下である性能を有するものでなければならない。

ただし、当該給水用具の上流側に近接してエアチャンバーその他の水撃防止器具を設置すること等

により適切な水撃防止のための措置が講じられているものにあっては、この限りでない。 

（防食に関する基準） 

第４条  酸又はアルカリによって侵食されるおそれのある場所に設置されている給水装置は、酸又は

アルカリに対する耐食性を有する材質のもの又は防食材で被覆すること等により適切な侵食の防

止のための措置が講じられているものでなければならない。 

２  漏えい電流により侵食されるおそれのある場所に設置されている給水装置は、非金属製の材質の

もの又は絶縁材で被覆すること等により適切な電気防食のための措置が講じられているものでな

ければならない。 

（逆流防止に関する基準） 

第５条  水が逆流するおそれのある場所に設置されている給水装置は、次の各号のいずれかに該当し

なければならない。 

  一  次に掲げる逆流を防止するための性能を有する給水用具が、水の逆流を防止することができる

適切な位置（ニに掲げるものにあっては、水受け容器の越流面の上方150㎜以上の位置）に設置さ

れていること。 

  イ  減圧式逆流防止器は、厚生労働大臣が定める逆流防止に関する試験（以下「逆流防止性能試

験」という。）により3kPa及び1.5MPaの静水圧を１分間加えたとき、水漏れ、変形、破損その

他の異常を生じないとともに、厚生労働大臣が定める負圧破壊に関する試験（以下「負圧破壊

性能試験」という。）により流入側から－54kPaの圧力を加えたとき、減圧式逆流防止器に接

続した透明管内の水位の上昇が３㎜を超えないこと。 

    ロ  逆止弁（減圧式逆流防止器を除く。）及び逆流防止装置を内部に備えた給水用具（ハにおい

て「逆流防止給水用具」という。）は、逆流防止性能試験により3kPa及び1.5MPaの静水圧を１

分間加えたとき、水漏れ、変形、破損その他の異常を生じないこと。 

    ハ  逆流防止給水用具のうち次の表の第１欄に掲げるものに対するロの規定の適用については、
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同欄に掲げる逆流防止給水用具の区分に応じ、同表の第２欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

第３欄に掲げる字句とする。 

 

 

  逆流防止給水用具の区分 読み替えられる字句 読み替える字句 

 (1) 減圧弁 1.5MPa 当該減圧弁の設定圧力 

 (2) 当該逆流防止装置の流出側に止水機構

が設けられておらず、かつ大気に開口さ

れている逆流防止給水用具（(3)及び(4)

に規定するものを除く。） 

 3kPa及び 1.5MPa  3kPa 

 (3) 浴槽に直結し、かつ、自動給湯する給

湯機及び給湯付きふろがま（(4)に規定

するものを除く。） 

 1.5MPa  50kPa 

 (4) 浴槽に直結し、かつ、自動給湯する給

湯機及び給湯付きふろがまであって逆

流防止装置の流出側に循環ポンプを有

するもの 

 1.5MPa 

当該循環ポンプの最

大吐出圧力又は50kPa

のいずれかの高い圧

力 

 

    ニ  バキュームブレーカは、負圧破壊性能試験により流入側から－54kPaの圧力を加えたとき、バ

キュームブレーカに接続した透明管内の水位の上昇が75㎜を超えないこと。 

    ホ  負圧破壊装置を内部に備えた給水用具は、負圧破壊性能試験により流入側から－54kPaの圧

力を加えたとき、当該給水用具に接続した透明管内の水位の上昇が、バキュームブレーカを内

部に備えた給水用具にあっては逆流防止機能が働く位置から水受け部の水面までの垂直距離

の２分の１、バキュームブレーカ以外の負圧破壊装置を内部に備えた給水用具にあっては吸気

口に接続している管と流入管の接続部分の最下端又は吸気口の最下端のうちいずれか低い点

から水面までの垂直距離の２分の１を超えないこと。 

    ヘ  水受け部と吐水口が一体の構造であり、かつ、水受け部の越流面と吐水口の間が分離されて

いることにより水の逆流を防止する構造の給水用具は、負圧破壊性能試験により流入側から－

54kPaの圧力を加えたとき、吐水口から水を引き込まないこと。 

  二  吐水口を有する給水装置が、次に掲げる基準に適合すること。 

    イ  呼び径が25㎜以下のものにあっては、別表第２の上欄に掲げる呼び径の区分に応じ、同表中

欄に掲げる近接壁から吐水口の中心までの水平距離及び同表下欄に掲げる越流面から吐水口

の最下端までの垂直距離が確保されていること。 

    ロ  呼び径が25㎜を超えるものにあっては、別表第３の上欄に掲げる区分に応じ、同表下欄に掲

げる越流面から吐水口の最下端までの垂直距離が確保されていること。 

２  事業活動に伴い、水を汚染するおそれのある場所に給水する給水装置は、前項第２号に規定する

垂直距離及び水平距離を確保し、当該場所の水管その他の設備と当該給水装置を分離すること等に

より、適切な逆流の防止のための措置が講じられているものでなければならない。 

（耐寒に関する基準） 

第６条  屋外で気温が著しく低下しやすい場所その他凍結のおそれのある場所に設置されている給水

装置のうち減圧弁、逃し弁、逆止弁、空気弁及び電磁弁（給水用具の内部に備え付けられているも
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のを除く。以下「弁類」という。）にあっては、厚生労働大臣が定める耐久に関する試験（以下「耐

久性能試験」という。）により10万回の開閉操作を繰り返し、かつ、厚生労働大臣が定める耐寒に

関する試験（以下「耐寒性能試験」という。）により零下20度＋－２度の温度で１時間保持した後

通水したとき、それ以外の給水装置にあっては、耐寒性能試験により零下20度＋－２度の温度で１

時間保持した後通水したとき、当該給水装置に係る第１条第１項に規定する性能、第３条に規定す

る性能及び前条第１項第１号に規定する性能を有するものでなければならない。ただし、断熱材で

被覆すること等により適切な凍結の防止のための措置が講じられているものにあっては、この限り

でない。 

（耐久に関する基準） 

第７条  弁類（前条本文に規定するものを除く。）は、耐久性能試験により10万回の開閉操作を繰り

返した後、当該給水装置に係る第１条第１項に規定する性能、第３条に規定する性能及び第５条第

１項第１号に規定する性能を有するものでなければならない。 

 

  附 則 （平成１６年１月２６日厚生労働省令第６号） 

（施行期日） 
第１条 この省令は、平成１６年４月１日から施行する。 
（経過措置） 
第２条 平成１７年３月３１日までの間、この省令による改正後の別表第一有機物(全有機炭素(TOC)
の量)の項中「有機物(全有機炭素(TOC)の量)」とあるのは「有機物等(過マンガン酸カリウム消費量)」
と、同項の中欄中「0.5mg／l」とあるのは「1.0mg／l」と、同項の下欄中「5mg／l」とあるのは

「10mg／l」とする。 
第３条 パッキンを除く主要部品の材料としてゴム、ゴム化合物又は合成樹脂を使用している水栓そ

の他給水装置の末端に設置されている給水用具の浸出液に係る基準については、当分の間、この省

令による改正後の別表第一フェノール類の項中「0.0005mg／l」とあるのは「0.005mg／l」とする。 
第４条 この省令の施行の際現に設置され、若しくは設置の工事が行われている給水装置又は現に建

築の工事が行われている建築物に設置されるものであって、この省令による改正後の給水装置の構

造及び材質の基準に関する省令第二条第一項に規定する基準に適合しないものについては、その給

水装置の大規模の改造のときまでは、この規定を適用しない。 
 

附 則 （平成２１年３月６日厚生労働省令第２７号）から 

  附 則 （平成２２年２月１７日厚生労働省令第１８号) 抄 

附 則 （平成２３年１月２８日厚生労働省令第１１号) 抄 

附 則 （平成２６年２月２８日厚生労働省令第１５号)まで（略） 

附 則 （令和２年３月２５日厚生労働省令第３８号）抄 

（施行期日） 
第１条 この省令は、令和２年４月１日から施行する。 
（経過措置） 
第２条 令和３年３月３１日までの間、第２条の規定による改正後の給水装置の構造及び材質の基準

に関する省令（次条において「新給水装置省令」という。）別表第１六価クロム化合物の項の適用に
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ついては、同項中欄中「0.002mg／l」とあるのは、「0.005mg／l」とする。 
第３条 この省令の施行の際現に設置され、若しくは設置の工事が行われている給水装置又は現に建

築の工事が行われている建築物に設置されるものであって、新給水装置省令第２条第１項に規定す

る基準に適合しないものについては、当該給水装置の大規模の改造のときまでは、この規定を適用

しない。 
別表第１ 

事        項 
水栓その他給水装置の末端に設
置されている給水用具の浸出液
に係る基準 

給水装置の末端以外に設置され
ている給水用具の浸出液、又は
給水管の浸出液に係る基準 

カ ド ミ ウ ム 及 び そ の 化 合 物 
 カドミウムの量に関して、 
0.0003㎎/L以下であること。 

 カドミウムの量に関して、 
 0.003㎎/L以下であること。 

水 銀 及 び そ の 化 合 物 
 水銀の量に関して、 
 0.00005㎎/L以下であること。 

水銀の量に関して、 
 0.0005㎎/L以下であること。 

セ レ ン 及 び そ の 化 合 物 
 セレンの量に関して、 
 0.001㎎/L以下であること。 

 セレンの量に関して、 
 0.01㎎/L以下であること。 

鉛 及 び そ の 化 合 物 
 鉛の量に関して、 
 0.001㎎/L以下であること。 

 鉛の量に関して、 
 0.01㎎/L以下であること。 

ヒ 素 及 び そ の 化 合 物 
 ヒ素の量に関して、 
 0.001㎎/L以下であること。 

 ヒ素の量に関して、 
 0.01㎎/L以下であること。 

六 価 ク ロ ム 化 合 物 
 六価クロムの量に関して、 
 0.002㎎/L以下であること。 

六価クロムの量に関して、 
 0.05㎎/L以下であること。 

亜 硝 酸 態 窒 素 0.004㎎/Ｌ以下であること。 0.04㎎/Ｌ以下であること。 

シ ア ン 化 物 イ オ ン 及 び 塩 化 シ ア ン 
 シアンの量に関して、 
 0.001㎎/L以下であること。 

 シアンの量に関して、 
 0.01㎎/L以下であること。 

硝 酸 態 窒 素 及 び 亜 硝 酸 態 窒 素  1.0㎎/L以下であること。  10㎎/L以下であること。 

フ ッ 素 及 び そ の 化 合 物 
 フッ素の量に関して、 
 0.08㎎/L以下であること。 

 フッ素の量に関して、 
 0.8㎎/L以下であること。 

ホ ウ 素 及 び そ の 化 合 物 
 ホウ素の量に関して、 
 0.1mg/L以下であること。 

 ホウ素の量に関して、 
 1.0mg/L以下であること。 

四 塩 化 炭 素  0.0002㎎/L以下であること。  0.002㎎/L以下であること。 

１ 、 ４ － ジ オ キ サ ン  0.005mg/L以下であること。  0.05mg/L以下であること。 

シス-１、２-ジクロロエチレン及びトラン
ス － 1 、 ２ － ジ ク ロ ロ エ チ レ ン 

 0.004㎎/L以下であること。  0.04㎎/L以下であること。 

ジ ク ロ ロ メ タ ン  0.002㎎/L以下であること。  0.02㎎/L以下であること。 

テ ト ラ ク ロ ロ エ チ レ ン  0.001㎎/L以下であること。  0.01㎎/L以下であること。 

ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン  0.001㎎/L以下であること。  0.01㎎/L以下であること。 

ベ ン ゼ ン  0.001㎎/L以下であること。  0.01㎎/L以下であること。 

ホ ル ム ア ル デ ヒ ド  0.008mg/L以下であること。  0.08mg/L以下であること。 

亜 鉛 及 び そ の 化 合 物 
 亜鉛の量に関して、 
 0.1㎎/L以下であること。 

亜鉛の量に関して、 
 1.0㎎/L以下であること。 

ア ル ミ ニ ウ ム 及 び そ の 化 合 物 
 アルミニウムの量に関して、 
 0.02mg/L以下であること。 

 アルミニウムの量に関して、 
 0.2mg/L以下であること。 

 
鉄 及 び そ の 化 合 物 

 鉄の量に関して、 
 0.03㎎/L以下であること。 

鉄の量に関して、 
 0.3㎎/L以下であること。 

銅 及 び そ の 化 合 物 
 銅の量に関して、 
 0.1㎎/L以下であること。 

銅の量に関して、 
 1.0㎎/L以下であること。 

ナ ト リ ウ ム 及 び そ の 化 合 物 
 ナトリウムの量に関して、 
 20㎎/L以下であること。 

 ナトリウムの量に関して、 
 200㎎/L以下であること。 

マ ン ガ ン 及 び そ の 化 合 物 
 マンガンの量に関して、 
 0.005㎎/L以下であること。 

 マンガンの量に関して、 
 0.05㎎/L以下であること。 

塩 化 物 イ オ ン  20㎎/L以下であること。  200㎎/L以下であること。 
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蒸 発 残 留 物  50㎎/L以下であること。  500㎎/L以下であること。 

陰 イ オ ン 界 面 活 性 剤  0.02㎎/L以下であること。  0.2㎎/L以下であること。 

非 イ オ ン 界 面 活 性 剤  0.005mg/L以下であること。  0.02mg/L以下であること。 

フ ェ ノ ー ル 類 
フェノールの量に換算して、0.0
005㎎/L以下であること。 

フェノールの量に換算して、0.0
05㎎/L以下であること。 

有機物（全有機炭素(ＴＯＣ)の量）  0.5㎎/L以下であること。  3㎎/L以下であること。 

味  異常でないこと。  異常でないこと。 

臭 気  異常でないこと。  異常でないこと。 

色 度  0.5度以下であること。  ５度以下であること。 

濁 度  0.2度以下であること。  ２度以下であること。 

１ 、 ２ － ジ ク ロ ロ エ タ ン  0.0004mg/L以下であること。  0.04mg/L以下であること。 

ア ミ ン 類 
トリエチレンテトラミンとして 
0.01㎎/L以下であること。 

トリエチレンテトラミンとして 
0.01㎎/L以下であること。 

エ ピ ク ロ ロ ヒ ド リ ン 0.01㎎/以下であること。 0.01㎎/L以下であること。 

酢 酸 ビ ニ ル 0.01㎎/L以下であること。 0.01㎎/L以下であること。 

ス チ レ ン 0.002㎎/L以下であること 0.002㎎/L以下であること。 

２ 、 ４ － ト ル エ ン ジ ア ミ ン 0.002㎎/L以下であること。 0.002㎎/L以下であること。 

２ 、 ６ － ト ル エ ン ジ ア ミ ン 0.001㎎/L以下であること。 0.001㎎/L以下であること。 

１ 、 ２ － ブ タ ジ エ ン 0.001㎎/L以下であること。 0.001㎎/L以下であること。 

１ 、 ３ － ブ タ ジ エ ン 0.001㎎/L以下であること。 0.001㎎/L以下であること。 

備考  主要部品の材料として銅合金を使用している水栓その他給水装置の末端に設置されている給水 

    用具の浸出液に係る基準にあっては、この表鉛及びその化合物の項中「0.001㎎/L」とあるのは 

   「0.007㎎/L」と、亜鉛及びその化合物の項中 「0.1㎎/L」とあるのは「0.97㎎/L」と、銅及びそ 

    の化合物の項中「0.1㎎/L」とあるのは「0.98㎎/L」とする。 

 
 別表第２ 

呼び径の区分 
近接壁から吐水口の 
中心までの水平距離 

越流面から吐水口の 
最下端までの垂直距離 

 １３㎜以下のもの ２５㎜以上 ２５㎜以上 

 １３㎜を超え２０㎜以下のもの ４０㎜以上 ４０㎜以上 

 ２０㎜を超え２５㎜以下のもの ５０㎜以上 ５０㎜以上 

備  考 

  １  浴槽に給水する給水装置（水受け部と吐水口が一体の構造であり、かつ、水受け部の越流面と 

    吐水口の間が分離されていることにより水の逆流を防止する構造の給水用具（この表及び次表に 

    おいて「吐水口一体型給水用具」という。）を除く。）にあっては、この表下欄中「25㎜」とあ 

    り、又は「40㎜」とあるのは、「50㎜」とする。 

  ２  プール等の水面が特に波立ちやすい水槽並びに事業活動に伴い洗剤又は薬品を入れる水槽及び 

    容器に給水する給水装置（吐水口一体型給水用具を除く。）にあっては、この表下欄中「25㎜」 

    とあり、「40㎜」とあり、又は「50㎜」とあるのは、「200㎜」とする。 
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 別表第３ 

区                        分 
越流面から吐水口の最下 

  端までの垂直距離 

 
 近接壁の影響がない場合 (１.７×ｄ＋５）㎜以上 

近接壁の

影響があ

る場合 

近 接 壁 が

一 面 の 場

合 

壁からの離れが（3×D）㎜以下のもの 

壁からの離れが（3×D）㎜を超え（5×D）

㎜以下のもの 

壁からの離れが（5×Ｄ）㎜を超えるもの 

(３×ｄ）㎜以上 

(２×ｄ＋５）㎜以上 

 

(１.７×ｄ＋５）㎜以上 

近接壁が二

面の場合 

壁からの離れが（4×D）㎜以下のもの 

 

壁からの離れが（4×D）㎜を超え（6×D）

㎜以下のもの 

壁からの離れが（6×D）㎜を超え（7×D）

㎜以下のもの 

壁からの離れが（7×D）㎜を超えるもの 

(３.５×ｄ）㎜以上 

 

(３×ｄ）㎜以上 

 

(２×ｄ＋５）㎜以上 

 

(１.７×ｄ＋５）㎜以上 

備  考 

    １  Ｄ：吐水口の内径（単位  ㎜） 

        ｄ：有効開口の内径（単位  ㎜） 

    ２  吐水口の断面が長方形の場合は長辺をＤとする。 

    ３  越流面より少しでも高い壁がある場合は近接壁とみなす。 

    ４  浴槽に給水する給水装置（吐水口一体型給水用具を除く。）において、下欄に定める式によ

り算定された越流面から吐水口の最下端までの垂直距離が50㎜未満の場合にあっては、当該距

離は50㎜以上とする。 

    ５  プール等の水面が特に波立ちやすい水槽並びに事業活動に伴い洗剤又は薬品を入れる水槽及

び容器に給水する給水装置（吐水口一体型給水用具を除く。）において、下欄に定める式によ

り算定された越流面から吐水口の最下端までの垂直距離が200㎜未満の場合にあっては、当該

距離は200㎜以上とする。 



6-35 

 

 
◎ 東 京 都 給 水 条 例              （抄） 

 

昭和３３年４月１日東京都条例第  ４１号 

改正 令和７年１０月１７日条例第  １２８号 

 

目次 
  第１章  総則（第１条－第３条） 
  第２章  給水装置の工事及び費用（第４条－第１２条） 
  第３章  給水（第１３条－第２１条） 
  第４章  料金及び手数料（第２２条－第３０条） 
  第５章  管理（第３１条－第３３条） 
  第６章  貯水槽水道（第３３条の２－第３３条の５） 

第７章 罰則（第３４条・第３５条） 

第８章 雑則（第３６条） 
  附則 
 

      第１章  総則 

（目的） 

第１条 この条例は、東京都（以下「都」という。）の水道の料金、給水装置工事の費用の負担区

分その他の供給条件及び給水の適正を保持するために必要な事項を定めることを目的とする。 

（給水装置） 

第２条 この条例において「給水装置」とは、給水のために配水管から分岐して設けられた給水管

及びこれに直結する給水用具または他の給水管から分岐して設けられた給水管及びこれに直結

する給水用具をいう。 

（給水区域） 

第３条 水道の給水区域は、次に掲げる区域とする。 

１ 特別区の存する区域 

２ 八王子市の存する区域（水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下「法」という。）第１０

条第１項による認可を受けた給水区域（以下「認可区域」という。）に限る。 

３ 立川市の存する区域 

４ 三鷹市の存する区域 

５ 青梅市の存する区域（認可区域に限る。） 

６ 府中市の存する区域 

７ 調布市の存する区域 

８ 町田市の存する区域 

９ 小金井市の存する区域 

１０ 小平市の存する区域 

１１ 日野市の存する区域 

１２ 東村山市の存する区域 
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１３ 国分寺市の存する区域 

１４ 国立市の存する区域 

１５ 福生市の存する区域 

１６ 狛江市の存する区域 

１７ 東大和市の存する区域 

１８ 清瀬市の存する区域 

１９ 東久留米市の存する区域 

２０ 武蔵村山市の存する区域 

２１ 多摩市の存する区域（認可区域に限る。） 

２２ 稲城市の存する区域（認可区域に限る。） 

２３ あきる野市の存する区域（認可区域に限る。） 

２４ 西東京市の存する区域 

２５ 西多摩郡瑞穂町の存する区域 

２６ 西多摩郡日の出町の存する区域（認可区域に限る。） 

２７ 西多摩郡奥多摩町の存する区域（認可区域に限る。） 

   第２章 給水装置の工事及び費用  

（給水装置の新設等の承認等） 

第４条 給水装置の新設又は配水管若しくは他の給水装置からの分岐部分若しくは量水器の取付部

分の給水管の口径の変更をしようとする者は、あらかじめ東京都水道事業管理者（以下「管理者」

という。）に申し込み、その承認を受けなければならない。 

２ 給水装置の新設、改造、修繕又は撤去をした者は、その工事完了後直ちに管理者に届け出なけ

ればならない。ただし、管理者が別に定める工事については、この限りでない。 

（新設等の費用負担区分） 

第５条 給水装置の新設、改造、修繕又は撤去に要する費用は、当該給水装置を新設、改造、修繕

又は撤去する者の負担とする。ただし、管理者が給水上特に必要があると認めた給水装置の改造

又は修繕については、都がその費用の全部又は一部を負担する。 

（工事の施行） 

第６条 給水装置の新設、改造、修繕（法第１６条の２第３項の国土交通省令で定める軽微な変更

を除く。）及び撤去の設計及び工事は、管理者又は管理者が同条第一項の指定をした者（以下「都

指定給水装置工事事業者」という。）が施行する。ただし、災害その他非常の場合において、管

理者が他の水道事業者(法第３条第５項に規定する水道事業者をいう。以下同じ。)又は他の水道

事業者が法第１６条の２第１項の指定をした者が給水装置の修繕に係る工事を施行する必要が

あると認めるときに、これらの者が施行する当該工事については、この限りでない。 

２ 都指定給水装置工事事業者が工事を施行する場合は、工事着手前に管理者の設計審査を受け、

かつ、次に掲げるときに管理者の工事検査を受けなければならない。ただし、管理者が別に定め

る工事については、この限りでない。 

一 配水管に給水管を取り付け、又は配水管から給水管を撤去したとき。 

二 当該工事が完了したとき。 

３ 第１項本文の指定は、法第２５条の３の２第１項の規定により５年ごとにその更新を受けなけ

れば、その期間の経過によつて、その効力を失う。 
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（都指定給水装置工事事業者証の交付） 

第６条の２ 管理者は、前条第１項本文の指定又は同条第３項の指定の更新がされたときは、都指

定給水装置工事事業者に、都指定給水装置工事事業者証（以下「指定事業者証」という。）を交

付する。 

２ 都指定給水装置工事事業者は、指定事業者証を紛失し、又はき損したときは、管理者に指定

事業者証の再交付を申請することができる。 

（給水装置の構造及び材料） 

第６条の３ 給水装置の新設又は改造をする者及び当該工事を施行する者は、給水装置の構造を水

道法施行令（昭和３２年政令第３３６号。以下「政令」という。）第６条に定める基準に適合さ

せなければならない。 

２ 給水装置の新設、改造又は修繕をする者及び当該工事を施行する者は、政令第６条に定める基

準に適合する材料を使用しなければならない。 

（給水装置用材料の特例） 

第６条の４ 管理者は、災害等による給水装置の損傷を防止し給水装置の損傷の復旧を迅速かつ適

切に行えるようにするため必要があると認めるときは、配水管への取付口から都の量水器までの

うち管理者が別に定める部分の給水装置用材料（これを保護するための附属用具を含む。）につ

いて、その構造及び材質を指定することができる。 

２ 管理者は、都指定給水装置工事事業者に対し、配水管に給水管を取り付け、若しくは配水管か

ら給水管を撤去する工事又は配水管への取付口から都の量水器までの工事に関する工法、工期そ

の他の工事上の条件を指示することができる。 

（工事費の算出方法） 

第７条 管理者が施行する給水装置の工事の工事費は、材料費、運搬費、労力費、道路復旧費及び

事務費の合計額とする。 

（工事費等の予納等） 

第８条 管理者に第６条第１項の設計を申し込む者は、申込みの際、設計費を納入しなければなら

ない。ただし、管理者が別に定める申込者及び管理者が特別の理由があると認めた申込者につい

ては、設計費の納入の期限を管理者が指定する期日とすることができる。 

２ 管理者に第６条第１項の工事を申し込む者は、設計によつて算出した工事費の概算額を予納し

なければならない。ただし、管理者がその必要がないと認めた工事については、この限りでない。 

３ 前項の工事費の概算額は、工事完了後に清算する。 

（工事費の分納） 

第９条 前条第２項の工事費の概算額は、新設又は改造の工事に関するものに限り、管理者の承認

を受けて３月以内において分納することができる。 

（所有の留保等） 

第１０条 管理者が施行した給水装置の工事の工事費が完納になるまでは、その給水装置の所有権

は、都に留保し、その管理は、工事申込者の責任とする。 

（工事費の未納の場合の措置） 

第１１条 管理者が施行した給水装置の工事の工事費を工事申込者が指定期限内に納入しないとき

は、管理者は、その給水装置を撤去することができる。 

２ 前項の規定により管理者が給水装置を撤去した後なお損害があるときは、工事申込者は、都に
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その損害を賠償しなければならない。 

（第三者の異議についての責任） 

第１２条 給水装置の工事に関し、利害関係人その他の者から異議があるときは、給水装置の新設、

改造、修繕又は撤去をする者の責任とする。 

      第３章 給水 

（給水契約の申込み） 

第１３条 水道を使用しようとする者は、あらかじめ管理者に申し込み、その承認を受けなければ

ならない。 

２ 管理者は、前項の申込みがあつた場合において、給水装置が次の各号のいずれかに該当すると

きは、承認しない。 

  一 政令第６条に定める基準に適合していないとき。 

  二 第４条第１項の承認を受けていないとき。 

  三 給水装置の工事が、管理者又は都指定給水装置工事事業者の施行したものでないとき。 

（量水器の設置） 

第１４条 管理者は、給水するときは、使用水量を計量するため給水装置に都の量水器を設置する。 

ただし、管理者がその必要がないと認めたときは、この限りでない。 

２ 管理者は、使用水量を計量するため特に必要があると認めたときは、受水タンク以下の装置に

都の量水器を設置することができる。 

３ 前２項の量水器の位置は、管理者が定める。 

（管理人の選定） 

第１５条 次の各号のいずれかに該当する者は、水道の使用に関する事項を処理させるため、管理

人を選定し、管理者に届け出なければならない。 

 一 給水装置を共有する者   

 二 増圧給水設備その他の給水設備で管理者が別に定めるもの（以下「増圧給水設備等」という。）

以下の給水装置（前条第１項の規定により都の量水器を設置したものに限る。第２３条の６に

おいて同じ。）により水道を使用する者 

三 第２３条の４の規定により第２３条の２及び第２３条の３に定める料金が各戸に適用される

こととなった共同住宅の水道使用者 

四 受水タンク以下の装置（前条第２項の規定により都の量水器を設置したものに限る。第２３

条の６において同じ。）により水道を使用する者 

（届出） 

第１６条 水道使用者または管理人若しくは給水装置所有者（以下「水道使用者等」という。）は、

次の各号の一に該当するときは、あらかじめ管理者に届け出なければならない。 

 一  水道の使用をやめるとき。 

 二  公衆浴場営業（温泉、むしぶろその他の特殊な公衆浴場営業を除く。以下同じ。）に水道

を使用するときまたはその使用をやめるとき。 

 三  消防演習に水道を使用するとき。 

２ 水道使用者等は、次の各号の一に該当するときは、すみやかに管理者に届け出なければならな

い。 

  一 管理人に変更があつたときまたはその住所に変更があつたとき。 
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  二 給水装置の所有者に変更があつたとき。 

  三 公共の消防用として水道を使用したとき。 

 （消防演習の立会） 

第１７条 消防演習に水道水を使用する者は、管理者の指定する都の職員の立会を受けなければな

らない。 

（水道使用者等の管理上の責任） 

第１８条 水道使用者等は、善良な管理者の注意をもつて、水が汚染しまたは漏れないよう給水装

置を管理し、異状があるときは、直ちに管理者に届け出なければならない。 

２ 前項の管理義務を怠つたため生じた損害は、水道使用者等の責任とする。 

第１９条 水道使用者等は、善良な管理者の注意をもつて量水器を管理し、その量水器をき損し、

または亡失したときは、都に、その損害を賠償しなければならない。 

（給水停止または使用制限） 

第２０条 管理者は、災害その他やむを得ない場合または公益上必要があると認めた場合は、給水

区域の全部または一部につき、給水を停止し、または水道の使用を制限することができる。 

２ 前項の給水停止または使用制限について必要な事項は、そのつど管理者が予告する。ただし、

緊急を要する場合は、この限りでない。 

（損害の責任阻却） 

第２１条 前条第１項の給水停止若しくは使用制限または断水により水道使用者に損害が生ずるこ

とがあつても、都は、その責任を負わない。 

      第４章 料金及び手数料 

（料金の徴収） 

第２２条 料金は、水道使用者から徴収する。 

２ 第１５条第３号に定める者は、料金の納入について連帯責任を負うものとする。 

（料金） 

第２３条 料金は、基本料金と従量料金との合計額に１００分の１１０を乗じて得た額とする。こ

の場合において、１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、月の中途において水道の使用を開始し、又は使用をやめた場合の料

金(以下「中途使用の場合の料金」という。)は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に掲げ

る額に１００分の１１０を乗じて得た額とする。この場合において、計算の過程又は結果におけ

る水量又は金額に１立方メートル又は１円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとす

る。 

一 その月分の料金のみを算定する場合 使用水量にその月の日数を乗じ使用日数で除して得た

水量を１月当たりの換算使用水量とし、当該換算使用水量をその月に使用したものとして算出

した従量料金と１月当たりの基本料金との合計額を日割計算して得た額 

二 その月分を含む２月分の料金を算定する場合 使用水量に算定する２月(以下「算定２月」と

いう。)の合計日数を乗じ算定２月における使用日数で除して得た水量を２月当たりの換算使用

水量とし、算定２月のうち使用日数の多い方の月(使用日数の等しいときは前の月とする。以下

「先計算月」という。)については当該換算使用水量に先計算月の日数を乗じ算定２月の合計日

数で除して得た水量(以下「先計算月水量」という。)を、先計算月以外の月については当該換

算使用水量から先計算月水量を差し引いて得た水量(以下「後計算月水量」という。)をそれぞ
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れの月に使用したものとして算出した従量料金とそれぞれの１月当たりの基本料金との合計額

をそれぞれ日割計算して得た額の合計額 

（基本料金） 

第２３条の２ 基本料金は、給水管の呼び径（量水器の取付け部分の呼び径をいう。以下同じ。）

の大きさに応じ、１月当たり次の表のとおりとする。  
 
 給水管の呼び径 基 本 料 金       

 
 

     １３㎜         ８６０円 

     ２０㎜       １,１７０円 

     ２５㎜       １,４６０円 

     ３０㎜       ３,４３５円 

     ４０㎜       ６,８６５円 

     ５０㎜      ２０,７２０円 

     ７５㎜      ４５,６２３円 

    １００㎜      ９４,５６８円 

    １５０㎜     １５９,０９４円 

    ２００㎜     ３４９,４３４円 

    ２５０㎜     ４８０,１３５円 

    ３００㎜以上     ８１６,１４５円 

２ 前項の規定にかかわらず、公衆浴場営業に使用する水道で、給水管の呼び径が４０ミリメート

ルを超えるものに係る基本料金は、１月当たり６,８６５円とする。公衆浴場営業に使用する水道

で、第２３条の５第１項の規定を適用した場合において、同項の規定による合計額が６,８６５円

を超えるものに係る基本料金についても、同様とする。 

 

（従量料金） 

第２３条の３  従量料金は、給水管の呼び径に応じ、１月当たり次の表のとおりとする。 

 給水管の呼び径 従 量 料 金               

  ２５㎜以下 

 使用水量   ５㎥を超え、１０㎥までの分      １㎥につき  ２２円 

 使用水量  １０㎥を超え、２０㎥までの分      １㎥につき １２８円 

 使用水量  ２０㎥を超え、３０㎥までの分    １㎥につき １６３円 

 使用水量  ３０㎥を超え、５０㎥までの分    １㎥につき ２０２円 

 使用水量 ５０㎥を超え、１００㎥までの分   １㎥につき ２１３円 

 使用水量１００㎥を超え、２００㎥までの分   １㎥につき ２９８円 

使用水量２００㎥を超え、１,０００㎥までの分  １㎥につき ３７２円 

使用水量１,０００㎥を超える分         １㎥につき ４０４円 

 ３０㎜及び４０㎜ 

 使用水量１００㎥までの分             １㎥につき ２１３円 

 使用水量１００㎥を超え、２００㎥までの分     １㎥につき ２９８円 

 使用水量２００㎥を超え、１,０００㎥までの分   １㎥につき ３７２円 

 使用水量１,０００㎥を超える分          １㎥につき ４０４円 

 ５０㎜及び７５㎜  使用数量１,０００㎥までの分                  １㎥につき ３７２円 
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 使用水量１,０００㎥を超える分                １㎥につき ４０４円 

  １００㎜以上  使用水量                          １㎥につき ４０４円 

２ 前項の規定にかかわらず、公衆浴場営業に水道を使用する場合の従量料金は、１月当たり、５

立方メートルを超え１０立方メートルまでの使用水量１立方メートルにつき２２円、１０立方メ

ートルを超える使用水量１立方メートルにつき１０９円とする。 

第２３条の４ 管理者は、共同住宅の各戸の水道使用者であつて管理者が定める基準に適合してい

る者について特に必要があると認めたときは、その者の申請によつて各戸の水道使用者に第２３

条の２第１項及び前条第１項に定める料金を適用することができる。この場合において、各戸の 
水道使用者が使用する給水装置の給水管の呼び径は、その大きさにかかわらず、１３ミリメート

ルとみなす。 

（二以上の量水器により使用水量を計量するものの料金） 

第２３条の５ 同一使用者が同一敷地内において水道を使用する場合の水量を二以上の量水器によ

り計量するものの基本料金は、第２３条の２第１項の表において、当該各量水器に係る給水管の

呼び径に対応する基本料金に相当する額の合計額とする。 

２ 前項の基本料金を適用するもの（公衆浴場営業に水道を使用するものを除く。）の従量料金は、

第２３条の２第１項の表において、当該基本料金に対応する給水管の呼び径がある場合はその給

水管の呼び径に応じ、対応する給水管の呼び径がない場合は当該基本料金の直近下位に相当する

額に対応する給水管の呼び径に応じ、第２３条の３第１項の表により算出して得た額とする。 

３ 前２項の規定は、第２３条の４の規定を適用するものには、適用しない。 

（住宅店舗等併用建築物の給水管の呼び径） 

第２３条の６ 管理者は、増圧給水設備等以下の給水装置又は受水タンク以下の装置が、住居の用

に供される部分と店舗、事務所その他の住居以外の用に供される部分（以下「非住宅部分」とい

う。）とに区分して使用される建物において、当該建物の構造、水道の使用形態等が、管理者が

別に定める基準に適合しているときは、当該非住宅部分の水道使用者の申請によつて、非住宅部

分の給水管の呼び径の大きさを当該呼び径の大きさより小さいものとみなすことができる。 

（定例日） 

第２４条 管理者は、料金算定の基準日として、毎月の定例日を水道使用者ごとに定める。 

（使用水量の計量） 

第２４条の２ 管理者は、水道使用者ごとに、１月又は２月の計量期間を定め、その期間ごとの定

例日に使用水量を計量する。 

２ 前項の計量期間は、使用実績その他の事情を考慮して定めるものとする。 

３ 管理者は、必要があると認めたときは、第１項の定例日によらないことができる。 

（料金の算定） 

第２４条の３ 管理者は、毎月又は隔月の定例日に、前条の規定より計量した使用水量（以下「計

量水量」という。）に基づき料金を算定する。 

（使用水量の認定） 

第２５条 管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用水量を認定する。 

 一 量水器に異状があったとき。 

 二 使用水量が不明のとき（次条第１項に定める場合を除く。）。 

２ 前項の使用水量の認定は、前回の計量水量その他の事情を考慮して行う。 
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（使用水量の推定等） 

第２５条の２ 管理者は、使用水量の計量が極めて困難と認めたときは、第２４条の２の規定にか

かわらず、管理者が別に定めるところにより、使用水量を推定することができる。 

２ 前項の使用水量の推定は、前回の計量水量その他の事情を考慮して行う。 

３ 管理者は、第１項の規定により使用水量を推定した場合は、第２４条の３の規定にかかわらず、

当該推定による使用水量に基づき、料金を算定する。 

４ 管理者は、第１項の規定により使用水量を推定した場合において、その後最初に使用水量を計

量したときは、前回の計量日以後の使用水量に基づき算定した料金から前項の規定により算定し

た料金を差し引いて、料金を算定する。 

（料率適用区分変更の場合の料金） 

第２６条 月の中途において料率を適用区分を異にすることとなつた場合において、その適用日数

に差があるときのその月分の料金は、適用すべき日数の多い料率適用区分に応じた料率によつて

算定し、その適用すべき日数が等しいときのその月分の料金は、新たに適用されることとなつた

料率適用区分に応じた料率によつて算定するものとする。 

（概算料金の前納） 

第２７条 工事その他一時的に水道を使用する者は、水道の使用申込の際、２月分に相当する概算

料金を前納しなければならない。ただし、管理者がその必要がないと認めたときは、この限りで

ない。 

２ 前項の概算料金は、水道の使用をやめたとき、清算する。 

（料金の徴収方法） 

第２８条 料金は、払込み、口座振替又は指定納付受託者（地方自治法(昭和２２年法律第６７号)

 第二百三十一条の二の三第一項に規定する指定納付受託者をいう。）による納付の方法により

隔月に徴収する。ただし、管理者は、必要があると認めたときは、毎月徴収することができる。 

（手数料） 

第２９条 管理者は、次の各号のいずれかに該当する者からは、それぞれ当該各号に定める手数料

を、申込みの際、徴収する。ただし、管理者が別に定める申込者及び管理者が特別の理由がある

と認めた申込者については、手数料の徴収の期限を管理者が指定する期日とすることができる。 

 一 第６条第１項本文の指定を申請する者       １件につき       ９,４００円 

 二 第６条第２項の設計審査を申し込む者   

    新設又は全面改造工事            １件につき      １,８００円 

    その他の工事                  １件につき      １,０００円 

 三 第６条第２項第１号の工事検査を申し込む者        １件、１回につき   ２,８００円 

 四 第６条第２項第２号の工事検査を申し込む者 

    新設又は全面改造工事           １件、１回につき   ２,８００円 

    その他の工事                  １件、１回につき   ２,２００円 

 五 第６条第３項の指定の更新を申請する者      １件につき      ９,４００円 

六 第６条の２第２項の指定事業者証の再交付を申請する者 

                            １件につき      ２,１００円 

 七 第１７条の消防演習の立会いを申し込む者         １回につき      ２,４００円 

 八 第３２条の２第１項の確認を申し込む者        １件、１回につき  ２０,５００円 
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 九 給水装置の工事に関する文書（管理者が別に定めるものに限る。以下「給水装置関係文書」

という。）の閲覧を申請する者           １回につき       ３００円 

 十 給水装置関係文書の写しの交付を申請する者    １件につき       ４００円 

 十一 給水装置の工事に関する電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては

認識することができない方式で作られた記録をいう。）（管理者が別に定めるものに限る。以

下「給水装置関係電磁的記録」という。）を印刷物として出力したもの又は給水装置関係文書

をスキャナ（これに準ずる画像読取装置を含む。）により読み取つてできた電磁的記録を磁気

ディスク等に保存したもの（以下「給水装置関係読取記録」という。）を印刷物として出力し

たものの閲覧を申請する者             １回につき       ３００円 

 十二 給水装置関係電磁的記録を印刷物として出力したもの又は給水装置関係読取記録を印刷物

として出力したものの交付を申請する者       １件につき       ４００円 

 十三 給水装置関係電磁的記録又は給水装置関係読取記録の閲覧を申請する者 

                           １回につき       ３００円 

２ 前項の規定にかかわらず、同項ただし書に規定する管理者が別に定める者は、同項第四号に掲げ

る工事検査に係る手数料を、当該工事検査に係る工事の設計審査の申込み後管理者が指定する期日ま

でに納入しなければならない。 
（減免） 

第３０条 管理者は、公益上その他特別の理由があると認めたときは、料金又は手数料を減額し、

又は免除することができる。 

２ 管理者は、水道使用者が、次の各号のいずれかに該当する者であつて、その者から申請があつ

たときは、その者の基本料金に１００分の１１０を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、

これを切り上げる。）を免除することができる。ただし、その者の給水管の呼び径が３０ミリメ

ートル以上であるもの（以下「３０㎜以上の使用者」）にあつては、基本料金と１月当たり使用

水量５立方メートルまでの分に係る従量料金との合計額に１００分の１１０を乗じて得た額（１

円未満の端数があるときは、これを切り上げる。）を免除することができる。 

一 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）により生活扶助を受ける者 

 二 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）により児童扶養手当の支給を受ける者又は特

別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）により特別児童扶養手当

の支給を受ける者 

３ 前項に規定する場合において、その者の料金が中途使用の場合の料金であるときは、同項の規

定にかかわらず、その者の料金から免除することができる額は、次の各号に掲げる場合に応じ、

当該各号に掲げる額に１００分の１１０を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、これを

切り上げる。）とする。 

一 当該料金を第２３条第２項第１号の規定により算定する場合 一月当たりの基本料金を日割

計算して得た額（１円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）。ただし、３０mm以上

の使用者にあつては、一月当たりの基本料金と一月当たりの換算使用水量５立方メートルまで

の分に係る従量料金との合計額を日割計算して得た額（１円未満の端数があるときは、これを

切り捨てる。） 

二 当該料金を第２３条第２項第２号の規定により算定する場合 一月当たりの基本料金をそれ

ぞれ日割計算して得た額（１円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）の合計額。た
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だし、３０mm以上の使用者にあつては、それぞれの一月当たりの基本料金と先計算月水量及び

後計算月水量のそれぞれ５立方メートルまでの分に係る従量料金との合計額をそれぞれ日割計

算して得た額（１円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）の合計額 

４ 管理者は、水道使用者が、口座振替の方法により料金を納入するときは、その者の料金から一

月分当たり５０円に１００分の１１０を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、これを切

り上げ、料金が５０円に１００分の１１０を乗じて得た額を超えないときは当該料金の額とす

る。）を減額することができる。ただし、水道使用者の責めに帰すべき事由により、料金が、管

理者が別に定める納期限までに納入されなかつたときは、この限りでない。 

      第５章 管理 

（給水装置の検査等） 

第３１条 管理者は、水道の管理上必要があると認めたときは、給水装置について、検査し、水道

使用者等に対し必要な措置を指示することができる。 

２ 管理者は、量水器の管理上または点検上必要があると認めたときは、受水タンク以下の装置に

ついて、調査し、水道使用者等に対し必要な措置を指示することができる。 

（水道の管理上の整備工事） 

第３１条の２ 管理者は、配水管の移設その他特別の理由があると認めた場合は、給水装置の所有

者、占有者その他の利害関係人の同意がなくても、給水装置を改造し、又は修繕することができ

る。 

（給水の停止） 

第３２条 管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、水道使用者に対し、その理由の継続

する間、給水を停止することができる。 

 一 給水装置の構造及び材質が、政令第６条の基準に適合しなくなつたとき。 

 二 第４条第１項の承認を受けないで給水管の口径を変更したとき、又は同条第２項の届出をし

ないとき。 

 三 水道使用者が、水道の使用をやめたと認められるとき。 

 四 水道使用者又はその委任を受けた者が、第８条第１項の設計費、同条の工事費、第２２条の

料金、第２９条の手数料（同条第１項第１号、第５号、第６号及び第９号から第１３号までに

掲げるものを除く。）又は第３３条第２項の切離しに要した費用を指定期限内に納入しないと

き。 

 五 水道使用者が、正当な理由がなくて、第２４条の２第１項の使用水量の計量又は第３１条第

１項の検査若しくは第２項の調査を拒み、又は妨げたとき。 

 六 給水装置の改造又は修繕（法第１６条の２第３項の国土交通省令で定める軽微な変更を除

く。）の工事が、管理者又は都指定給水装置工事事業者の施行したものでないとき。（第６条

第１項ただし書の規定による工事を除く） 

（確認の申込み等） 

第３２条の２ 第１３条第２項第２号若しくは第３号又は前条第２号（第４条第１項の承認を受け

ないで給水管の口径を変更したときの部分に限る。）若しくは第６号の規定に該当する給水装置

により水道を使用しようとする者は、当該給水装置が、第４条第１項の承認又は第６条第２項の

設計審査及び工事検査の基準に適合していることの確認を申し込むことができる。 

２ 管理者は、前項の確認をした場合においては、給水契約の申込みを承認し、又は給水停止を解
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除する。 

第３２条の３ 受水タンク以下の装置を給水装置に改造しようとする者は、第６条第２項の設計審

査を申し込む際に、当該受水タンク以下の装置が同項の設計審査及び工事検査の基準に適合して

いることの確認を併せて申し込むことができる。 

２ 管理者が前項の確認をした場合は、受水タンク以下の装置を給水装置に改造しようとする者及

び当該改造工事を施行する者は、当該受水タンク以下の装置を給水装置として使用することがで

きる。 

（給水装置の撤去義務及び切り離し） 

第３３条 給水装置の所有者その他給水装置について処分権限を有する者（以下「所有者等」とい

う。）は、当該給水装置を使用する見込みがなくなつたときは、あらかじめ管理者に届け出て撤

去しなければならない。 

２ 管理者は、給水装置が使用されていない場合で、水道の管理上特に必要があると認めたときは、

所有者等の同意がなくても、当該給水装置を配水管又は他の給水装置からの分岐部分から切り離

すことができる。この場合において、切り離しに要した費用は、所有者等の負担とする。ただし、

管理者が別に定める場合は、この限りでない。 

３ 前項の規定により切り離した給水装置により再び水道を使用しようとする場合は、給水装置の

新設の例による。                                   

  第６章 貯水槽水道 

（貯水槽水道に関する管理者の責任） 

第３３条の２ 管理者は、貯水槽水道（法第１４条第２項第５号に規定する貯水槽水道をいう。以

下同じ。）の管理に関し必要があると認めるときは、貯水槽水道の設置者に対し、指導、助言及

び勧告を行うものとする。 

２ 管理者は、貯水槽水道の利用者及び設置者に対し、貯水槽水道の設置、管理、改修等に関する

情報の提供を行うものとする。 

（貯水槽水道に関する報告及び調査） 

第３３条の３ 管理者は、前条の規定の施行に必要な限度において、貯水槽水道の設置者からその

管理の状況について報告を求め、又はその職員に、貯水槽水道の設置者の同意を得て、貯水槽水

道の用に供する施設のある場所に立ち入り、その管理の状況について調査させることができる。 

２ 前項の規定による調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があつた

ときは、これを提示しなければならない。 

（貯水槽水道の設置等の届出）  

第３３条の４ 貯水槽水道を設置しようとする者は、あらかじめ貯水槽水道の所在地、設置者の氏

名その他の管理者が定める事項を管理者に届け出なければならない。 

２ 貯水槽水道の設置者は、前項の規定に基づき届け出た事項に変更があつたとき又は貯水槽水道

を廃止したときは、速やかに管理者に届け出なければならない。 

（貯水槽水道に関する設置者の責任） 

第３３条の５ 貯水槽水道のうち簡易専用水道（法第３条第７項に規定する簡易専用水道をいう。

以下同じ。）の設置者は、法第３４条の２に規定するところにより、当該簡易専用水道を管理し、

及びその管理の状況に関する検査を受けなければならない。 

２ 簡易専用水道以外の貯水槽水道の設置者は、管理の状況の検査を行う等必要な措置を講じ、当
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該貯水槽水道を適切に管理しなければならない。 

     第７章 罰則 

（過料） 

第３４条 次の各号の一に該当する者は、５万円以下の過料に処する。 

 一 第４条第１項の承認を受けないで、給水装置の新設又は給水管の口径の変更をした者 

 二 第６条の３第１項の規定に違反して、政令第６条第６号の基準に適合しない構造の給水装置

の新設又は改造をした者 

 三 正当な理由がなくて、第１１条第１項の給水装置の撤去、第１４条第１項若しくは第２項の

量水器の設置、第２４条の２第１項の使用水量の計量、第３１条第１項の検査若しくは第２項

の調査又は第３２条の給水の停止を拒み、又は妨げた者 

 四 第１８条第１項の給水装置の管理義務を著しく怠った者 

（料金等を免れた者に対する過料） 

第３５条 詐欺その他不正の行為により料金又は手数料の徴収を免れた者は、その徴収を免れた金

額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が５万円を超えないときは、５万円とする。）

以下の過料に処する。 

      第８章 雑則 

（委任） 

第３６条 この条例の施行について必要な事項は、前２条に定めるものを除き、管理者が定める。 

 

附 則   （令和７年１０月１７日条例第１２８号） 抄 

この条例は、公布の日から施行する。 
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◎東京都給水条例施行規程（抄） 
 

昭和３３年４月  １日東京都水道局管理規程第 １号 

           改正 令和７年３月１４日水道局管理規程第 ２号 

目次 
  第１章  給水装置の構造及び材質（第１条－第９条） 
  第２章  給水装置の工事及び料金の納期限等（第１０条－第２２条の４） 
  第３章  貯水槽水道（第２３条） 
  第４章  雑則（第２４条） 
  附則 
 

      第１章 給水装置の構造及び材質 

（給水装置の構成及び付属用具） 

第１条 給水装置は、給水管並びにこれを直結する分水せん、止水せん及び給水用機器をもつ

て構成するものとする。 

２ 給水装置には、量水器ますその他の付属用具を備えなければならない。 

（増圧給水設備等） 

第２条 東京都給水条例（昭和３３年東京都条例第４１号。以下「条例」という。）第１５条

第２号の増圧給水設備その他の給水設備で管理者が別に定めるもの(以下「増圧給水設備等」

という。)は、次の各号のいずれかに該当する前条第１項の給水用機器をいう。 

（１）増圧ポンプ、逆流防止用機器及びその他の機器をもつて構成し、給水管に直結する給水

設備（以下「増圧給水設備」という。） 

（２）増圧ポンプ以外の増圧給水設備を構成する機器をもつて構成し、給水管に直結する給水

設備で、給水栓を設置する建築物の階数、配水管への取付口の口径、所要水量及び取り付

ける配水管の水圧について管理者が別に定める基準に適合すると認めるもの(以下「特例直

圧給水設備」という。) 

２ 特例直圧給水設備以下の給水装置の設置者は、事情の変更による給水上の支障に備えて、

当該給水装置に直結する増圧ポンプの設置に必要なスペース(以下「増圧ポンプ設置スペー

ス」という。)を設けなければならない。 

（給水装置用材料） 

第３条 条例第６条第１項の規定により都指定給水装置工事事業者が給水装置の設計又は工事

を施行する場合は、東京都水道事業管理者（以下「管理者」という。）は、同条第２項の設計

審査又は工事検査を行うに当たり、当該工事に係る給水装置用材料（以下「材料」という。）

が、水道法施行令（昭和３２年政令第３３６号。以下「政令」という。）第５条の基準に適合

していることの証明を求めることができる。 

２ 管理者は、前項の証明が提出されないときは、当該設計審査又は工事検査について合格の

決定を保留し、又は不合格とすることができる。 

第４条 削除 

（給水管の口径） 
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第５条 給水管の口径は、その使途別所要水量及び同時使用率を考慮して適当な大きさにきめ

なければならない。 

（給水管埋設の深さ） 

第６条 給水管は、公道内の車道部分においては１２０センチメートル以上、公道内の歩道部

分においては９０センチメートル以上、私道内においては７５センチメートル以上、宅地内に

おいては３０センチメートル以上の深さに埋設しなければならない。ただし、技術上その他や

むを得ない場合は、この限りでない。 

（材料の特例） 

第６条の２ 配水管又は道路に敷設された他の給水装置からの分岐部分から当該分岐部分に最

も近い止水せん（当該止水栓が道路にあるときは、道路以外の部分にある止水栓で分岐部分に

最も近いもの）までの部分の給水管については、次の各号に定めるところにより、当該各号に

定める材料のうちから条例第６条の４の規定に基づき管理者が指定したものを使用しなけれ

ばならない。 

（１） 口径が５０ミリメートル以下の給水管    ステンレス鋼管 

（２） 口径が７５ミリメートル以上の給水管    鋳鉄管 

２ 前項の給水管の分岐又は接続に用いる分水栓、継ぎ手、仕切弁等の給水用具及びこれらの

給水用具を保護するための附属用具については、管理者が指定した材料を使用しなければなら

ない。 

３ 前２項の規定により管理者が指定する材料は、次の各号のいずれかに該当するものでなけ

ればならない。 

（１）産業標準化法（昭和２４年法律第１８５号）第３０条第１項の規定により鉱工業品又はそ

の包装、容器若しくは送り状に同法第２０条第１項に規定する日本産業規格に適合するものであ

ることを示す特別な表示が付された製品 

（２）製品が政令第６条の基準に適合することを認証する機関が、その品質を認証したもの 

（３）管理者の定める品質管理体制を備えていることについて工場又は事業場ごとに管理者の

確認を受けた製造業者等の当該工場又は事業場で管理者の定める規格又は仕様に基づき製

造された製品 

４ 管理者は、第１項又は第２項の規定により指定した材料の品目表を備え、一般の閲覧に供

するものとする。 

５ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、管理者が、災害等の対策上必要がない、又は施工

技術その他の理由によりやむを得ないと認めた場合は、第１項又は第２項の規定により管理者

が指定した材料以外の材料を使用することができる。 

（量水器の設置位置等） 

第７条 量水器は、次の各号に定める基準に基づき設置する。 

（１）原則として建築物の外であつて当該建築物の敷地内 

（２）原則として給水装置の配水管又は他の給水管からの分岐部分に最も近い位置 

（３）点検及び引換作業を容易に行うことができる場所 

（４）衛生的で損傷のおそれがない場所 

（５）水平に設けることができる場所 

（量水器の設置基準） 

第７条の２ 条例第１４条第１項に規定する給水装置に量水器を設置する基準は、１建築物に
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１個とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、１建築物について２個

以上の量水器を設置することができる。 

（１）増圧給水設備等以下の給水装置が２戸以上の住宅専用として設置され、各戸の水道使用

者が異なるとき。 

（２）増圧給水設備等以下の給水装置が住居の用に供される部分（以下「住宅部分」という。）

と非住宅部分とに区分され、各部分の水道使用者が異なるとき。 

（３）前２号に該当するもののほか、管理者が給水上及び建築物の構造上特に必要があると認

めたとき。 

３ 同一使用者が同一敷地内に設置する２以上の建物で水道を使用するときは、当該２以上の

建物を１建築物とみなす。 

第７条の３ 前条第２項（第３号に該当するものを除く。）の場合において、量水器を設置す

る基準は、次に定めるとおりとする。 

（１）前条第２項第１号に該当し、散水栓等で各戸又は各部分が共用する部分（以下「共用部

分」という。）を除く各戸の使用水量を区分して計量できる増圧給水設備等以下の給水装

置については、各戸ごとに設置することができる。 

（２）前条第２項第２号に該当し、共用部分を除く住宅部分と非住宅部分とを区分して計量で

きる増圧給水設備等以下の給水装置については、次に掲げるところによるものとする。 

イ 住宅部分については、当該部分に係る使用水量を一括して計量できる量水器を設置する。

ただし、住宅部分が２戸以上で各戸の水道使用者が異なり、各戸の使用水量を区分して計

量できる増圧給水設備等以下の給水装置については、各戸ごとに量水器を設置することが

できる。 

ロ 非住宅部分については、管理者が計量上必要があると認めたときは、当該部分に係る使

用水量を一括して計量できる量水器を設置する。 

２ 前項各号の共用部分について管理者が特に必要と認めたときは、当該共用部分に量水器を

設置することができる。 

（受水タンク以下の装置） 

第７条の４ 条例第１４条第２項に規定する特に必要があると認めたときの受水タンク以下の

装置に量水器を設置する基準については、第７条の２第２項第１号及び第２号並びに前条の規

定を準用する。この場合において、「増圧給水設備等以下」とあるのは、「受水タンク以下」

と、「給水装置」とあるのは「装置」と読み替えるものとする。 

２ 量水器を設置する受水タンク以下の装置は、次に掲げる基準に適合するものでなければな

らない。 

（１）汚染防止、逆流防止、衝撃防止、排気、防寒等の必要な装置が設けられていること。 

（２）使用材料及び器具は、量水器の性能及び計量に支障のないものであること。 

（３）量水器の設置、点検及び引換作業を容易に行うことができるものであること。 

３ 受水タンク以下の装置の設置者は、管理者が量水器の設置上必要があると認めて当該装置

の図面の提出を求めたときは、これを提出しなければならない。 

４ 量水器は、その設置に関し受水タンク以下の装置の設置者があらかじめ管理者に届け出て、

都指定給水装置工事事業者が工事を施行した受水タンク以下の装置でなければ設置しない。 

５ 量水器を設置した受水タンク以下の装置についての管理責任は、当該装置の使用者及び設置
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者が負うものとする。 

（危険防止の措置） 

第８条 給水装置は、逆流を防止することができ、かつ、停滞水を生じさせるおそれのない構

造でなければならない。 

２ 水洗便器に給水する給水装置にあつては、その給水装置または水洗便器に真空破壊装置を

備える等逆流の防止に有効な措置を講じなければならない。 

３ 給水管は、東京都（以下「都」という。）の水道以外の水管その他水が汚染されるおそれ

のある管または水に衝撃作用を生じさせるおそれのある用具若しくは機械と直結させてはな

らない。 

４ 給水管の中に停滞空気が生ずるおそれのある箇所には、これを排除する装置を設けなけれ

ばならない。 

５ 給水管には、ポンプ（政令第６条に定める基準に適合するものを除く。）を直結させては

ならない。 

（増圧給水設備の定期点検） 

第８条の２ 増圧給水設備以下の給水装置の水道使用者等のうち管理責任を有する者は、当該

増圧給水設備の次に掲げる機能について、１年以内ごとに１回、定期点検を行わなければなら

ない。 

（１）逆流防止機能 

（２）運転制御機能 

（３）前２号に掲げるもののほか、正常な運転に必要な機能 

（給水管防護の措置） 

第９条 開きょを横断して給水管を配管するときは、その下に配管することとし、やむを得な

い理由のため他の方法によるときは、給水管防護の措置を講じなければならない。 

２ 軌道下その他電しょくまたは衝撃のおそれのある箇所に給水管を配管するときは、給水管

防護の措置を講じなければならない。 

３ 酸、アルカリ等によつて侵されるおそれのある箇所または温度の影響を受けやすい箇所に

給水管を配管するときは、防食の措置その他の必要な措置を講じなければならない。 

   第２章 給水装置の工事及び料金の納期限等         

（給水装置の新設等の承認） 

第１０条 条例第４条第１項の承認は、次に掲げる要件を満たす場合に行う。 

（１）当該承認に係る給水装置の設置による新規所要水量が、分岐予定の配水管又は既設給水管

の給水能力の範囲内であること。 

（２）給水管の口径が、第５条に規定する基準を満たすものであること。 

（３）量水器の設置についての第７条の２から第７条の４までの基準に適合するものであること。 

（４）その他管理者の給水管理に支障を及ぼさないこと。 

２ 条例第４条第１項に規定する承認を受けた後、当該承認に係る事項を変更しようとする者

は、改めて管理者の承認を受けなければならない。 

３ 給水管の口径等に比して著しく多量の水を一時に使用する箇所その他必要がある箇所には、

受水タンクを設置しなければならない。 

（工事の届出等） 

第１０条の２ 条例第４条第２項に規定する届出は、工事の完成図を添えて行うものとする。 
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 ただし、給水装置の工事に関する届出等に係る情報処理システム(以下「給水装置 

 工事関係システム」という。)を使用して同項の規定により届け出るべき事項及び 

 工事の完成図の電磁的記録を管理者に送信することにより届出を行う場合は、この 

 限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、工事について条例第６条第２項に規定する工事検査を受けたと

きは、届出をしたものとみなす。 

３ 条例第４条第２項ただし書に規定する管理者が別に定める工事とは、修繕工事のうち部分

修繕工事をいう。 

（支分引用者への通知） 

第１１条 支分引用されている給水管の所有者は、給水装置を改造し、又は撤去しようとする

ときは、支分引用者に通知しなければならない。 

(設計及び工事の申込み) 

第１１条の２ 条例第６条第１項の設計及び工事を管理者に申し込む場合は、当該設 

計及び工事に係る申込書を管理者に提出することにより行うものとする。 

２ 前項に規定する設計及び工事の申込みは、給水装置工事関係システムを使用して

同項の申込書に記載すべき事項を記録した電磁的記録を管理者に送信することに

より行うことができる。 

（設計審査） 

第１２条 都指定給水装置工事事業者が工事を施行する場合は、条例第６条第２項の設計審査を当

該設計審査に係る申請書に設計図を添えて、管理者に申請しなければならない。 

２ 前項に規定する設計審査の申請は、給水装置工事関係システムを使用して同項の申請書に記載

すべき事項及び設計図の電磁的記録を管理者に送信することにより行うことができる。 

（工事検査） 

第１２条の２ 都指定給水装置工事事業者が工事を施行する場合において、条例第６条第２項

各号に掲げるときは、当該工事検査に係る申請書により、速やかに管理者に工事検査の申請を

しなければならない。 
２ 前項の工事検査のうち条例第６条第２項第２号に規定するものの申請に当たつては、当該

申請書に完成図を添えて行わなければならない。 
３ 第１項の検査の結果、管理者から手直しを指示されたときは、指定された期間内にこれを

行い、改めて管理者の検査を受けなければならない。 

４ 第一項及び第二項に規定する工事検査の申請は、給水装置工事関係システムを使用して当

 該工事検査に係る申請書に記載すべき事項（同項に規定する工事検査の申請にあつては、完

 成図の電磁的記録を含む。）を管理者に送信することにより行うことができる。 

（設計審査等の除外工事） 

第１２条の３ 条例第６条第２項ただし書に規定する管理者が別に定める工事とは、給水装置

の修繕をいう。 
（工費表） 

第１３条 管理者は、管理者が施行する給水装置工事の設計費及び工事費の算出の基礎となる

工費表を備え、一般の閲覧に供するものとする。 

（工事費の予納及び概算額の清算） 

第１４条 管理者が施行する給水装置工事の工事費の予納については、工事費の概算額を通知
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した日から１月を経過し、かつ、催告を発しても納入がなされないときは、その工事の申込は

取り消されたものとみなす。ただし、管理者が特別の理由があると認めたときは、この限りで

ない。 

２ 前項の工事費概算額を予納したもので、納入の日から３月を経過しても工事着手の依頼が

なされないときは、その工事の申込みは取り消されたものとみなす。ただし、管理者が特別の

理由があると認めたときは、この限りでない。 

３ 管理者の責に帰さない事由により工事が遅延した場合の工事費の概算額の清算は、当該事

由がなくなつたときに適用する前条の工費表により算出して得た工事費による。 

(管理者が別に定める申込者等) 

第１４条の２ 条例第８条第１項ただし書きに規定する管理者が別に定める申込者は、給水装

置工事関係システムを使用して条例第６条第１項の設計を申し込む者とする。 

第１４条の３ 条例第２９条第１項ただし書きに規定する管理者が別に定める申込者は、次に

掲げる者とする。 

一 電子情報処理組織を使用して条例第六条第一項の指定を申請する者 

二 給水装置工事関係システムを使用して条例第六条第二項の設計審査を申し込む者 

三 給水装置工事関係システムを使用して条例第六条第二項第一号の工事検査を申し込む者 

四 電子情報処理組織を使用して条例第六条第三項の指定の更新を申請する者 

五 電子情報処理組織を使用して条例第六条の二第二項の指定事業者証の再交付を申請する者 

（給水装置関係文書及び給水装置関係電磁的記録） 

第１４条の４ 条例第２９条第１項第９号に規定する給水装置関係文書及び同項第１１号に規

定する給水装置関係電磁的記録は、別表のとおりとする。 

第１４条の５ 条例第二十九条第二項に規定する管理者が別に定める者は、第１４条の３第二号及び

第三号に掲げる者とする。 

（確認の申込み等） 

第１５条 条例第３２条の２の規定により管理者に確認を申し込む場合は、当該確認に係る申込書

に水道を使用しようとする給水装置の図面を添えて行わなければならない。 

２ 第３条の規定は、前項の確認に準用する。 

（切り離し費用） 

第１６条 条例第３３条第２項ただし書に規定する管理者が別に定める場合とは、次の各号に

掲げるものとする。 

（１）配水管の移設等管理者が施行する工事に際して、給水装置を切り離す場合 

（２）所有者等が確認できない場合又は所有者等の所在が不明の場合 

（３）前各号に定める場合のほか、所有者等の負担とすることが不適当と管理者が認めた場合 

第１７条から第２０条の２まで削除 

（料金の端数処理） 

第２０条の３ 条例第２３条第１項に規定する料金の端数金額の切捨て並びに条例第３０条第

２項に規定する料金から免除することができる額及び条例第３０条第４項に規定する料金か

ら減額することができる額の端数金額の切上げは、料金の算定ごとに行う。 

（共同住宅扱いの適用基準） 

第２０条の４ 条例第２３条の４に規定する管理者が定める基準は、次の各号に定めるとおり

とする。 
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（１）共同住宅の屋内に水せんが設置されており、当該共同住宅において水道をもつぱら家事

の用に使用すること。 

（２）各戸ごとに量水器が設置されていないこと。 

２ 前項の共同住宅において１室（１居住区画をいう。以下同じ。）に２世帯以上居住するも

のであつても１室をもつて１戸とみなす。 

（住宅店舗等併用建物の適用基準） 

第２０条の５ 条例第２３条の６に規定する管理者が別に定める基準は、次に掲げるとおりと

する。 

（１）住宅部分と非住宅部分との水道使用者が同一でないこと。 

（２）非住宅部分の床面積が住宅部分の床面積未満であること。 

（３）増圧ポンプ、増圧ポンプ設置スペース又は受水タンクの前の給水管の呼び径（以下「親

の呼び径」という。）が、３０ミリメートル以上であること。 

（４）次のいずれかに該当すること。 

イ 非住宅部分の給水管の呼び径が親の呼び径以上であること。 

ロ 非住宅部分の給水管の呼び径が親の呼び径未満であり、かつ、当該給水管の呼び径が条

例第２３条の３第１項の表において、当該親の呼び径が属する項と同一の項に属すること。 

（住宅店舗等併用建物の給水管の呼び径） 

第２０条の６ 条例第２３条の６の規定が適用される場合において、当該給水管の呼び径は、

次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

（１）前条第４号イに該当する場合 基本料金の算出の基礎となる給水管の呼び径は、条例第

２３条の２第１項の表の当該親の呼び径が属する項の前の項の呼び径とし、従量料金の算

出の基礎となる給水管の呼び径は、条例第２３条の３第１項の表の当該親の呼び径が属す

る項の前の項の呼び径のうち最も大きい呼び径とする。 

（２）前条第４号ロに該当する場合 従量料金の算出の基礎となる給水管の呼び径は、条例第

２３条の３第１項の表の当該親の呼び径が属する項の前の項の呼び径のうち最も大きい呼

び径とする。 

(増圧給水設備受水タンク併存建物の給水管の呼び径等) 

第２０条の７ 増圧給水設備以下の給水装置と受水タンク以下の装置とが併存する建物におい

て、第７条の３第１項第２号ロ(第７条の４において準用する場合を含む。)の規定により、

増圧給水設備以下の給水装置及び受水タンク以下の装置に各非住宅部分に係る使用水量を一

括して計量できる量水器をそれぞれ設置する場合における水道の使用については、同一使用

者が同一敷地内において２以上の量水器により水道を使用するものとみなす。 

２ 前項の場合において、第２０条の５第４号に規定する非住宅部分の給水管の呼び径は、条

例第２３条の２第１項の表において、当該各量水器に係る給水管の呼び径に対応する基本料

金に相当する額の合計額に対応する給水管の呼び径が同表にあるときはその給水管の呼び径

とし、対応する給水管の呼び径が同表にないときは当該合計額の直近下位に相当する額に対

応する給水管の呼び径とする。 

３ 第１項の場合において、条例第２３条の６の規定が適用されるときは、第２０条の５第４

号ロに該当するもののうち、前項の合計額が条例第２３条の２第１項の表において、当該親

の呼び径が属する項の前の項に規定する額を超えるものに係る基本料金は、同表の当該親の

呼び径が属する項の前の項に規定する額とする。 
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(毎月検針扱い) 

第２０条の８ 条例第２４条の２第１項の１月の計量期間ごとの定例日に使用水量を計量する

もの(以下「毎月検針扱い」という。)は、年間使用水量の１月平均が１,０００立方メートル

を超えるものとする。ただし、次に掲げるものを除く。 

（１）共同住宅扱いのもの 

（２）街頭又は公園（有料で使用させる公園を除く。）等において、公衆便所、公衆用水飲み

栓その他の公衆の用に水道を使用するもの 

（３）条例第１６条第１項第２号の公衆浴場営業に水道を使用するもの 

（４）条例第３条の給水区域のうち、同条第１号に定める区域を除く区域において水道を使用

するもの 

（５）条例第１４条第１項の規定に基づき、増圧給水設備等以下の給水装置に量水器を設置す

るものであつて、増圧ポンプ又は増圧ポンプ設置スペースの前の給水装置に設置する量水

器を経由するもののうち、管理者が別に指定するもの 

（６）条例第１４条第２項の規定に基づき、受水タンク以下の装置に量水器を設置するもので

あつて、給水装置に設置する量水器を経由するもののうち、管理者が別に指定するもの 

２ 管理者は、前項の毎月検針扱いを除くほか、建築物の構造その他計量上特に必要があると

認めた場合は、毎月検針扱いとするものを別に定めることができる。 

（隔月検針扱い） 

第２０条の９ 条例第２４条の２第１項の２月の計量期間ごとの定例日に使用水量を計量する

ものは、前条の毎月検針扱い以外のものとする。 

第２０条の１０から第２０条の１３まで削除                        

（使用水量の認定） 

第２０条の１４ 条例第２５条第２項に規定する使用水量の認定におけるその他の事情による

場合は、次の各号のいずれかに掲げる水量を基準として定める。 

（１）前年同期の計量水量 

（２）前回の計量水量に前年の同時期における季節的変化率を乗じて得た水量 

（３）前回の計量日以後における計量水量の日割計算の方法によって得た水量 

（４）前３号以外の使用実績又は水道の使用実態等を考慮して定める水量若しくは計量によっ

て得た水量 

（使用水量の推定） 

第２０条の１５ 条例第２５条の２第１項の規定による使用水量の推定は、続けて２回までと

する。 

２ 条例第２５条の２第２項に規定する使用水量の推定におけるその他の事情による場合は、

前条各号（第４号に定める計量によつて得た水量を除く。）のいずれかを準用して行う。 

(指定納付受託者による納付の方法による徴収) 

第２０条の１６ 水道使用者が、条例第２８条に規定する指定納付受託者（以下単に「指定納付受託

者」という。）に料金の納付を委託することができるのは、当該水道使用者の計量期間ごとの料金

が次に掲げる要件を満たす場合に限るものとする。 

（一）料金を指定納付受託者が納付することができること。 

（二）公共下水道の使用に係る料金その他の料金と併せて徴収する料金以外の収入金がある場合にあ
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つては、当該料金以外の収入金がその徴収方法として指定納付受託者による納付によることがで

き、かつ、指定納付受託者が納付することができること。 

（料金等の納期限） 

第２１条 料金、手数料、設計費及び工事費の納期限は、その徴収方法の種別に従い、次に定

めるところによる。 

（一）払込み又は指定納付受託者による納付の方法による場合は、納入通知書（納入通知書に記載

すべき事項を記録した電磁的記録を含む。次号において同じ。）を発送又は送信した日から１０日 

（二）口座振替による納付の方法による場合は、納入通知書を発送又は送信した日から７日 

（消防演習立会の手数料） 

第２２条 消防演習立会の手数料は、当該演習が消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）に

基いて設置された消防機関によつて行われる場合には、徴収しない。 

（料金免除の申請） 

第２２条の２ 条例第３０条第２項に規定する料金の免除の申請は、「基本料金等免除申請書」

の提出をもつて行う。 

（公衆浴場営業） 

第２２条の３ 条例第１６条第１項第２号にいう公衆浴場営業とは、公衆浴場法（昭和２３年

法律第１３９号）第一条第一項に規定する公衆浴場のうち、同法第二条第三項の規定による条

例で定める普通公衆浴場であつて、公衆の利用に供するための業として経営するものをいう。 

第２２条の４ 前条に規定する公衆浴場営業において、水道を公衆浴場営業の用（営業主の家

事の用を含む。以下同じ。）及びそれ以外の用に使用する場合の給水装置又は受水タンク以下

の装置の構造は、公衆浴場営業の用とその他の用との使用水量を区分して計量できる装置でな

ければならない。この場合において、第７条の２から第７条の４までの規定にかかわらず、当

該区分した装置ごとに量水器を設置する。                    

      第３章 貯水槽水道 

（貯水槽水道の管理及び管理の状況の検査の基準） 

第２３条 条例第３３条の５第２項に規定する必要な措置は、東京都小規模貯水槽水道等における

安全で衛生的な飲料水の確保に関する条例（平成１４年東京都条例第１６９号。以下「小規模貯

水槽水道等条例」という。）に定めるところによる。 

２ 前項の規定にかかわらず、簡易専用水道以外の貯水槽水道のうち、小規模貯水槽水道等条例が

適用されないものの設置者が講ずる条例第３３条の５第２項に規定する必要な措置は、次に定め

るところによる。 

（１）水道法施行規則（昭和３２年厚生省令第４５号）第５５条に規定する基準に準じて管理する

よう努めること。 

（２）前号の規定による管理に関し、１年以内ごとに１回、定期に、給水栓における水の色、濁り、

臭い及び味に関する検査並びに残留塩素の有無に関する検査を行うよう努めること。 

      第４章 雑則 

（水道使用上の注意） 

第２４条  給水用機器にホース等を接続して水道を使用するときは、給水装置に水が逆流しな

いように措置しなければならない。 
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附 則（令和７年水管規程第２号） 

この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 別表（第１４条の４関係） 

 給水装置 給水装置工事申請申込書 
 関係文書 給水装置関係各種届出書 
 指定給水装置工事事業者工事調書 
 給水管（取付・撤去）工事各種申請申込書 

 指定給水装置工事事業者（新設・改造・撤去）工事検査申込書 

 工事調書 

 取付替工事調書 

 メータ設置承認申請書 

 受水タンク以下装置メータ設置承認申請書兼工事調書 

 給水装置 給水装置の工事に関する届出又は申請が給水装置工事関係システムを使用し 

 関係電磁的 て行われた場合における当該届出又は申請に係る電磁的記録 

 記録  

備考 表中の給水装置関係文書に相当する旧名称の文書及びこれに付属し、又はこれを補完

する文書を含む。 
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◎ 東京都指定給水装置工事事業者規程（抄） 
平成１０年３月３１日水道局管理規程第１３号 

改正  令和 元年９月２６日水道局管理規程第 ８号 
改正   令和 ６年３月 日水道局管理規程第 ８号 

 
目次 
第１章 総則(第１条―第３条) 
第２章 都指定給水装置工事事業者の指定等(第４条―第１１条) 
第３章 都指定給水装置工事事業者の義務(第１２条―第１４条) 
第４章 都指定給水装置工事事業者審査委員会(第１５条―第２１条) 
第５章 雑則(第２２条―第２４条) 
附則 
 
第１章 総則 
 （目的） 
第１条 この規程は、東京都給水条例（昭和３３年東京都条例第４１号。以下「条例」という。）第６

条第１項の規定に基づき、都指定給水装置工事事業者について必要な事項を定め、もって給水装置

の工事の適正な施行を確保することを目的とする。 
 （用語の定義） 
第２条 この規程において「法」とは、水道法（昭和３２年法律第１７７号）をいう。 
２ この規程において「政令」とは、水道法施行令（昭和３２年政令第３３６号）をいう。 
３ この規程において「施行規則」とは、水道法施行規則（昭和３２年厚生省令第４５号）をいう。 
４ この規程において「管理者」とは、東京都水道事業管理者をいう。 
５ この規程において「給水装置」とは、需要者に水を供給するために管理者の施設した配水管から

分岐して設けられた給水管及びこれに直結する給水用具をいう。 
６ この規程において「給水装置工事」とは、給水装置の新設、改造、修繕又は撤去の工事をいう。 
 （業務処理の原則） 
第３条 都指定給水装置工事事業者は、法、政令、施行規則、条例、東京都給水条例施行規程（昭和

３３年東京都水道局管理規程第１号）及びこの規程並びにこれらの規定に基づく管理者の指示に従

い、誠実にその業務を行わなければならない。 
２ 都指定給水装置工事事業者が、東京都工業用水道条例（昭和３８年東京都条例第７２号。以下「工

業用水道条例」という。）第８条第１項の規定により工業用水道に係る給水装置の工事を施行すると

きは、同条例及び東京都工業用水道条例施行規程（昭和３８年東京都水道局管理規程第９号。以下

「工業用水道条例施行規程」という。）及び同規程において準用するこの規程並びにこれらの規定に

基づく東京都工業用水道事業管理者の指示に従い、誠実にその業務を行わなければならない。 
第２章 都指定給水装置工事事業者の指定等 
 （指定の申請） 
第４条 条例第６条第１項の指定は、給水装置工事の事業を行う者の申請により行う。 
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２ 都指定給水装置工事事業者として指定を受けようとする者は、施行規則様式第１による申請書に

次に掲げる事項を記載し、管理者に提出しなければならない。 
一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者及び役員の氏名 
二 条例第３条の給水区域において給水装置工事の事業を行う事業所（以下単に「事業所」という。）

の名称及び所在地 
三 第６条第１項の規定によりそれぞれの事業所において選任されることとなる給水装置工事主任

技術者の氏名及び当該給水装置工事主任技術者が法第２５条の５第１項の規定により国土交通大

臣及び環境大臣から交付を受けている給水装置工事主任技術者免状（以下「免状」という。）の交

付番号 
四 給水装置工事を行うための機械器具の名称、性能及び数 
五 事業の範囲 

３ 前項の申請書には、次の書類を添えなければならない。 
一 第５条第１項第３号のイからヘまでのいずれにも該当しない者であることを誓約する書類 
二 法人にあっては定款及び登記事項証明書、個人にあってはその住民票の写し 

４ 前項第１号の書類は、施行規則様式第２によるものとする。 
（指定の更新の申請） 

第４条の２ 前条の規定は、条例第６条第３項の指定の更新について準用する。この場合において、

前条中「第６条第１項の指定」とあるのは「第６条第３項の指定の更新」と、「指定を受けようと

する者」とあるのは「指定の更新を受けようとする者」と読み替えるものとする。 
２ 条例第６条第３項の指定の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この項及び次項

において「指定の有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する決定がされないときは、

従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその決定がされるまでの間は、なおその効力を有する。 
３ 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の指定の有効期

間の満了の日の翌日から起算するものとする。 
（指定事業者証） 

第４条の３ 条例第６条の２の都指定給水装置工事事業者証（以下「指定事業者証」という。）は、別

記様式による。 
 （指定の基準） 
第５条 管理者は、第４条第１項の指定の申請をした者が次の各号のいずれにも適合していると認め

るときは、同項の指定をしなければならない。 
一 事業所ごとに、第１項第６条の規定により給水装置工事主任技術者として選任されることとな

る者を置く者であること。 
二 次に掲げる機械器具を有する者であること。 
イ 金切りのこその他の管の切断用の機械器具 
ロ やすり、パイプねじ切り器その他の管の加工用の機械器具 
ハ トーチランプ、パイプレンチその他の接合用の機械器具 
ニ 水圧テストポンプ 

三 次のいずれにも該当しない者であること。 
イ 施行規則第２０条の２に規定する精神の機能の障害により給水装置工事の事業を適正に行う

に当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者 
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ロ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
ハ 法に違反して、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日か

ら２年を経過しない者 
ニ 第９条の規定により指定を取り消され、その取消しの日から２年を経過しない者 
ホ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由があ

る者 
ヘ 法人であって、その役員のうちにイからホまでのいずれかに該当する者があるもの 

（指定の更新の基準） 

第５条の２ 前条（第３号ニを除く。）の規定は、条例第６条第３項の指定の更新について準用する。

この場合において、前条中「指定」とあるのは「指定の更新」と読み替えるものとする。 
 （給水装置工事主任技術者の選任等） 
第６条 都指定給水装置工事事業者は、条例第６条第１項の指定を受けた日から２週間以内に、事業

所ごとに、法第２５条の５第１項の規定により国土交通大臣及び環境大臣から免状の交付を受けた

者のうちから、給水装置工事主任技術者を選任しなければならない。 
２ 都指定給水装置工事事業者は、その選任した給水装置工事主任技術者が欠けるに至ったときは、

当該事由が発生した日から２週間以内に新たに給水装置工事主任技術者を選任しなければならない。 
３ 都指定給水装置工事事業者は、給水装置工事主任技術者を選任又は解任したときは、施行規則様

式第３による届出書により、遅滞なくその旨を管理者に届け出なければならない。 
４ 都指定給水装置工事事業者は、第１項又は第２項の規定による選任を行う場合において、選任し

ようとする者が同時に二以上の事業所の給水装置工事主任技術者を兼ねることとなるときには、当

該二以上の事業所の給水装置工事主任技術者となってもその職務を行うに当たって支障がないこと

を確認しなければならない。 
 （給水装置工事主任技術者の職務等） 
第７条 給水装置工事主任技術者は、次に掲げる職務を誠実に行わなければならない。 
一 給水装置工事に関する技術上の管理 
二 給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督 
三 給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が政令第５条の基準に適合していることの確認 
四 給水装置工事に関し、管理者と次に掲げる連絡調整を行うこと。 
イ 配水管に給水管を取り付け、又は配水管から給水管を撤去する工事における配水管の位置の

確認に関する連絡調整 
ロ 第１２条第２号に掲げる工事に係る工法、工期、その他の工事上の条件に関する連絡調整 

２ 給水装置工事に従事する者は、給水装置工事主任技術者がその職務として行う指導に従わなけれ

ばならない。 
 （変更等の届出） 
第８条 都指定給水装置工事事業者は、次の各号のいずれかに掲げる事項に変更があったとき、又は

給水装置工事の事業を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、次項に定めるところにより、そ

の旨を管理者に届け出なければならない。 
一 事業所の名称及び所在地 
二 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 
三 法人にあっては、役員の氏名 
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四 給水装置工事主任技術者の氏名又は給水装置工事主任技術者が交付を受けた免状の交付番号 
２ 前項の規定により変更の届出をしようとする者は、当該変更のあった日から３０日以内に施行規

則様式第１０による届出書に次に掲げる書類を添えて、管理者に提出しなければならない。 
一 前項第２号に掲げる事項の変更の場合には、法人にあっては定款及び登記事項証明書、個人に

あっては住民票の写し 
二 前項第３号に掲げる事項の変更の場合には、施行規則様式第２による第５条第３号イからヘま

でのいずれにも該当しない者であることを誓約する書類及び登記事項証明書 
３ 第１項の規定により事業の廃止、休止又は再開の届出をしようとする者は、事業を廃止し、又は

休止したときは当該廃止又は休止の日から３０日以内に、事業を再開したときは当該再開の日から

１０日以内に、施行規則様式第１１による届出書を管理者に提出しなければならない。 
 （指定の取消し） 
第９条 管理者は、都指定給水装置工事事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、条例第６条

第１項の指定を取り消すことができる。 
一 第５条各号のいずれかに適合しなくなったとき。 
二 第６条の規定に違反したとき。 
三 第８条第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 
四 第１２条（工業用水道条例施行規程第５条の２において準用する場合を含む。）に規定する給水

装置工事（工業用水道事業に係る給水装置の工事を含む。以下本条において同じ。）の事業の運営

に関する基準に従った適正な給水装置工事の事業の運営をすることができないと認められるとき。 
五 第１３条（工業用水道条例施行規程第５条の２において準用する場合を含む。）の規定による管

理者又は東京都工業用水道事業管理者（以下「管理者等」という。）の求めに対し、正当な理由な

くこれに応じないとき。 
六 第１４条（工業用水道条例施行規程第５条の２において準用する場合を含む。）の規定による管

理者等の求めに対し、正当な理由なくこれに応じず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をした

とき。 
七 その施行する給水装置工事が、配水管その他の管理者等が管理する水道施設又は工業用水道施

設の機能に障害を与え、又は与えるおそれが大であるとき。 
八 不正の手段により条例第６条第１項の指定を受けたとき。 

 （指定の停止） 
第１０条 前条各号のいずれかに該当する場合において、管理者は、都指定給水装置工事事業者に考

慮すべき特段の事情があるときは、前条の規定により指定の取消しに替えて、６月を超えない期間

を定め、指定の効力を停止することができる。 
 （指定事業者証の返納及び提出） 
第１１条 条例第６条の２の規定により指定事業者証の交付を受けている都指定給水装置工事事業者

は、第８条第１項の規定により事業の廃止の届出をし、又は第９条の規定により管理者から指定の

取消しを受けたときは、指定事業者証を管理者に返納しなければならない。 
２ 前項の都指定給水装置工事事業者は、第８条第１項の規定により事業の休止の届出をし、又は第

１０条の規定により指定の効力の停止を受けたときは、指定事業者証を管理者に提出しなければな

らない。 
第３章 都指定給水装置工事事業者の義務 
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 （事業の運営に関する基準） 
第１２条 都指定給水装置工事事業者は、次に掲げる給水装置工事の事業の運営に関する基準に従い、

適正な事業の運営に努めなければならない。 
一 給水装置工事（施行規則第１３条に規定する軽微な変更を除く。）ごとに、第６条第１項の規定に

より選任した給水装置工事主任技術者のうちから、当該工事に関して第７条第１項各号に掲げる職

務を行う者を指名すること。 
二 配水管に給水管を取り付け、若しくは配水管から給水管を撤去する工事又は配水管への取付口か

ら量水器までの工事を施行する場合において、当該配水管及び他の地下埋設物に変形、破損その他

の異常を生じさせることがないよう適切に作業を行うことができる技能を有する者を従事させ、又

はその者に当該工事に従事する他の者を実地に監督させること。 
三 前号に掲げる工事を施行するときは、あらかじめ管理者の承認を受けた工法、工期その他の工事

上の条件に適合するように当該工事を施行すること。 
四 給水装置工事主任技術者及びその他の給水装置工事に従事する者の給水装置工事の施行技術の向

上のために、研修の機会を確保するよう努めること。 
五 次に掲げる行為を行わないこと。 
イ 政令第６条の基準に適合しない給水装置を設置すること。 
ロ 給水管及び給水用具の切断、加工、接合等に適さない機械器具を使用すること。 

六 施行した給水装置工事（施行規則第１３条に規定する給水装置の軽微な変更を除く。）ごとに、第

１号の規定により指名した給水装置工事主任技術者に次に掲げる事項に関する記録を作成させ、当

該記録をその作成の日から３年間保存すること。 
イ 施主の氏名又は名称 
ロ 施行の場所 
ハ 施行完了年月日 
ニ 給水装置工事主任技術者の氏名 
ホ 完成図 
ヘ 給水装置工事に使用した給水管及び給水用具に関する事項 
ト 第７条第１項第３号の確認の方法及びその結果 

 （給水装置工事主任技術者の立会い） 
第１３条 管理者は、都指定給水装置工事事業者が施行した給水装置工事に関し法第１７条の規定に

よる給水装置の検査の必要があると認めるときは、当該給水装置に係る給水装置工事を施行した都

指定給水装置工事事業者に対し、当該工事に関し前条第１号の規定により指名された給水装置工事

主任技術者又は当該工事を施行した事業所に係るその他の給水装置工事主任技術者の立会いを求め

ることができる。 
 （報告又は資料の提出） 
第１４条 管理者は、都指定給水装置工事事業者に対し、当該都指定給水装置工事事業者が給水区域

において施行した給水装置工事に関し必要な報告又は資料の提出を求めることができる。 
  第４章 東京都指定給水装置工事事業者審査委員会 
 （設置） 
第１５条 都指定給水装置工事事業者に関する指定の取消し及び指定の効力の停止に係る処分の公平 

 を期すため、東京都指定給水装置工事事業者審査委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 
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 （所掌事務） 
第１６条 委員会は、第９条の規定による指定の取消し及び第１０条の規定による指定の効力の停止

に関する事項を調査し、審議する。 
 （委員会の組織） 
第１７条 委員会は、委員長及び委員を持って組織する。 

２ 委員長には、次長又は技監の職にある者をもって充てる。 

３ 委員には、次に掲げる者をもって充てる。 

 一 総務部長、給水部長、多摩水道改革推進本部技術調整担当部長、総務部総務課長、浄水部工業 

  用水道担当課長、給水部管理課長、給水部給水課長及び多摩水道改革推進本部調整部技術指導課 

  長の職にある者並びに管理者が指名した者若干名 

 二 管理者が委嘱した者 

４ 委員長は必要があると認めたときは、委員以外の者に委員会への出席を求めることができる。 

 （委員長の職務及び代理） 

第１８条 委員長は、委員会を招集し、会議を主宰する。 

２ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名した委員が、その職務を代理する。 
 （定足数及び表決数） 
第１９条 委員会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

２ 委員会の議事は、出席委員の過半数で議決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

 （庶務） 
第２０条 委員会の庶務は、給水部給水課において処理する。 
 （運営細目） 
第２１条 この規定に定めるものを除くほか、議事の手続きその他委員会の運営に関し必要な細目は、

委員会の議を経て、委員長が定める。 
  第５章 雑則 
 （公示） 
第２２条 管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、遅滞なくインターネットの利用その他

の適切な方法により公示するものとする。 
一 条例第６条第１項の規定により都指定給水装置工事事業者を指定したとき。 
二 第８条第１項の規定により都指定給水装置工事事業者から給水装置工事の事業の廃止、休止又

は再開の届出があったとき。 
三 第９条の規定により都指定給水装置工事事業者の指定を取り消したとき。 
四 第１０条の規定により都指定給水装置工事事業者の指定の効力を停止したとき。 

 （講習会） 
第２３条 管理者は、給水装置工事の施行に関する知識及び技術の向上を図るため、都指定給水装置

工事事業者及び給水装置工事主任技術者その他の給水装置工事に従事する者を対象とする講習会を

実施し、又は他の者が実施する講習会等についての情報の提供等を行うことができる。 
 （施行細目） 
第２４条 この規程の施行について必要な事項は、管理者が別に定める。 
 
  附 則 
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 （施行期日） 
１ この規程は、平成１０年４月１日から施行する。 
（東京都指定水道工事店規程等の廃止） 
２ 東京都指定水道工事店規程（昭和５３年東京都水道局管理規程第１１号。以下「旧指定店規程」

という。）は、廃止する。 
３ 多摩地区市町水道の都営統合に伴う東京都指定水道工事店規程の適用の経過措置に関する規程

（昭和４９年東京都水道局管理規程第２６号）は、廃止する。 
４ 東京都指定水道工事店審査委員会規程（昭和３６年東京都水道局管理規程第５号）は、廃止する。 
（都給水装置技術者等に関する経過措置） 
５ この規程の施行の日の前日（以下「施行日の前日」という。）において、現に旧指定店規程第１７

条に規定する給水装置技術者（以下「都技術者」という。）又は給水装置配管技能者（以下「都配管

技能者」という。）の登録資格を有する者で、旧指定店規程第１８条第１項の規定による登録を受け

ていない者については、施行日の前日に当該登録を受けたものとみなす。 
６ 管理者は、前項の規定により登録を受けたものとみなされる都技術者及び都配管技能者には、旧

指定店規程第１９条第１項の給水装置技術者証及び給水装置配管技能者証は交付しない。 
７ 施行日の前日において都技術者の登録を受けている者が水道法施行規則の一部を改正する省令

（平成８年厚生省令第６９号）附則第２条第１項の規定により給水装置工事主任技術者試験の全部

の免除を受ける場合における当該登録の効力は、なお従前の例による。 
（旧指定水道工事店に関する経過措置） 
８ 施行日の前日において、現に東京都給水条例の一部を改正する条例（平成１０年東京都条例第５

６号。以下「一部改正条例」という。）による改正前の条例第６条第１項の規定による都指定水道工

事店の指定を受けている者（以下「旧指定工事店」という。）が、一部改正条例附則第４項の規定に

よる届出を行うときは、旧指定店規程第９条の規定により交付を受けた都指定水道工事店証を管理

者に返納しなければならない。 
９ 前項の規定による返納を行った旧指定工事店が、一部改正条例による改正後の条例（以下「改正

後の条例」という。）第６条の２の指定事業者証の交付を申請したときは、管理者は、無償でこれを

行う。 
１０ 一部改正条例附則第４項の規定により、改正後の条例第６条第１項の指定を受けたものとみな

された者について、第９条の規定を適用する場合においては、平成１１年３月３１日までの間（以

下「経過措置期間」という。）は、同条中「次の各号」とあるのは「第１号又は第３号から第８号ま

で」と、同条第１号中「第５条各号」とあるのは、「第５条第２号又は第３号」とする。 
１１ 前項の者について、第１２条の規定を適用する場合においては、経過措置期間は、同条第１号、

第４号及び第６号中「給水装置工事主任技術者」とあるのは「給水装置工事主任技術者又は都技術

者」とする。 
１２ 旧指定店規定第２条の２の規定により受け付けた設計審査及び同規程第２条の３の規定により

受け付けた工事検査については、なお従前の例による。 
附 則 (平成２７年水管規程第３６号) 
この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 
附 則（令和元年水管規程第６号） 
この規程は、令和元年９月１４日から施行する。 
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附 則（令和元年水管規程第８号） 
この規程は、令和元年１０月１日から施行する。 
附 則(令和６年水管規程第８号) 
この規程は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第６条第４項の改正規定は、同年３月３１

日から施行する。 
別記様式（第４条の３関係） 

 
 
 
 
 
 
 

指定番号 第    号 
 

 
都指定給水装置工事事業者証 

 
氏名又は名称 
代表 者氏 名 

 
 

年  月  日指定 
 

上記の者は東京都指定給水装置 
工事事業者であることを証します 

 
有効期限    年  月  日 

 
発行日     年  月  日 

 
東京都水道局長                             

                       印 
 

(日本産業規格Ａ列４番) 



6-65 

 

 ◎ 建 築 基 準 法         （抄） （昭和２５年法律２０１号） 

第３６条 居室の採光面積、天井及び床の高さ、床の防湿方法、階段の構造、便所、防火壁、防火

区画、消火設備、避雷設備及び給水、排水その他の配管設備の設置及び構造並びに浄化槽、煙突

及び昇降機の構造に関して、この章の規定を実施し、又は補足するために安全上、防火上及び衛

生上必要な技術的基準は、政令で定める。 

 

 

◎  建築基準法施行令         （抄） （昭和２５年政令第３３８号） 

（給水、排水その他の配管設備の設置及び構造） 

第１２９条の２の４ 建築物に設ける給水、排水その他の配管設備の設置及び構造は、次に定める

ところによらなければならない。 

（一から三略） 

四 圧力タンク及び給湯設備には、有効な安全装置を設けること。 

五 水質、温度その他の特性に応じて安全上、防火上及び衛生上支障のない構造とすること。 

（六から八略） 

２ 建築物に設ける飲料水の配管設備（水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第９項に規定

する給水装置に該当する配管設備を除く。）の設置及び構造は、前項の規定によるほか、次に定

めるところによらなければならない。 

一 飲料水の配管設備（これと給水系統を同じくする配管設備を含む。この号から第三号までに

おいて同じ。）とその他の配管設備とは、直接連結させないこと。 

二 水槽、流しその他水を入れ、又は受ける設備に給水する飲料水の配管設備の水栓の開口部に

あっては、これらの設備のあふれ面と水栓の開口部との垂直距離を適当に保つ等有効な水の逆

流防止のための措置を講ずること。 

三 飲料水の配管設備の構造は、次に掲げる基準に適合するものとして、国土交通大臣が定めた

構造方法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたものであること。 

イ 当該配管設備から漏水しないものであること。 

ロ 当該配管設備から溶出する物質によつて汚染されないものであること。 

四 給水管の凍結による破壊のおそれのある部分には、有効な防凍のための措置を講ずること。 

五 給水タンク及び貯水タンクは、ほこりその他衛生上有害なものが入らない構造とし、金属性

のものにあつては、衛生上支障のないように有効なさび止めのための措置を講ずること。 

六 前各号に定めるもののほか、安全上及び衛生上支障のないものとして国土交通大臣が定めた

構造方法を用いるものであること。 

３ 建築物に設ける排水のための配管設備の配置及び構造は、第１項の規定によるほか、次に定め

るところによらなければならない。 

一 排出すべき雨水又は汚水の量及び水質に応じ有効な容量、傾斜及び材質を有すること。 

二 配管設備には、排水トラップ、通気管等を設置する等衛生上必要な措置を講ずること。 

三 配管設備の末端は、公共下水道、都市下水路その他の排水施設に排水上有効に連結すること。 

四 汚水に接する部分は、不浸透質の耐水材料で造ること。 

五 前各号に定めるもののほか、安全上及び衛生上支障のないものとして国土交通大臣が定めた

構造方法を用いるものであること。 
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          ◎ 建 設 業 法（抄） （昭和２４年法律１００号） 

 （目的）  

第１条  この法律は、建設業を営む者の資質の向上、建設工事の請負契約の適正化等を図ること

によつて、建設工事の適正な施工を確保し、発注者を保護するとともに、建設業の健全な発達

を促進し、もつて公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。  

 （定義）  

第２条  この法律において「建設工事」とは、土木建築に関する工事で別表第一の上欄に掲げる

ものをいう。  

２  この法律において「建設業」とは、元請、下請その他いかなる名義をもつてするかを問わず、

建設工事の完成を請け負う営業をいう。  

３  この法律において「建設業者」とは、第三条第一項の許可を受けて建設業を営む者をいう。 

４  この法律において「下請契約」とは、建設工事を他の者から請け負つた建設業を営む者と他

の建設業を営む者との間で当該建設工事の全部又は一部について締結される請負契約をいう。 

５  この法律において「発注者」とは、建設工事（他の者から請け負つたものを除く。）の注文

者をいい、「元請負人」とは、下請契約における注文者で建設業者であるものをいい、「下請

負人」とは、下請契約における請負人をいう。  

 （建設業の許可）  

第３条 建設業を営もうとする者は、次に掲げる区分により、この章で定めるところにより、二以

上の都道府県の区域内に営業所（本店又は支店若しくは政令で定めるこれに準ずるものをいう。

以下同じ。）を設けて営業をしようとする場合にあつては国土交通大臣の、一の都道府県の区

域内にのみ営業所を設けて営業をしようとする場合にあつては当該営業所の所在地を管轄する

都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、政令で定める軽微な建設工事のみを請

け負うことを営業とする者は、この限りでない。  

  一  建設業を営もうとする者であつて、次号に掲げる者以外のもの  

  二  建設業を営もうとする者であつて、その営業にあたつて、その者が発注者から直接請け負

う一件の建設工事につき、その工事の全部又は一部を、下請代金の額（その工事に係る下請契

約が二以上あるときは、下請代金の額の総額）が政令で定める金額以上となる下請契約を締結

して施工しようとするもの  

２  前項の許可は、別表第一の上欄に掲げる建設工事の種類ごとに、それぞれ同表の下欄に掲げ

る建設業に分けて与えるものとする。  

３  第１項の許可は、５年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によつて、その効力

を失う。  

４  前項の更新の申請があつた場合において、同項の期間（以下「許可の有効期間」という。）

の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の許可は、許可の有効期間の

満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有する。  

５  前項の場合において、許可の更新がされたときは、その許可の有効期間は、従前の許可の有

効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。  

６  第１項第１号に掲げる者に係る同項の許可（第３項の許可の更新を含む。以下「一般建設業

の許可」という。）を受けた者が、当該許可に係る建設業について、第１項第２号に掲げる者

に係る同項の許可（第３項の許可の更新を含む。以下「特定建設業の許可」という。）を受け
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たときは、その者に対する当該建設業に係る一般建設業の許可は、その効力を失う。 

 （建設工事の請負契約の原則）  

第１８条  建設工事の請負契約の当事者は、各々の対等な立場における合意に基いて公正な契約

を締結し、信義に従つて誠実にこれを履行しなければならない。  

 （建設工事の請負契約の内容）  

第１９条  建設工事の請負契約の当事者は、前条の趣旨に従つて、契約の締結に際して次に掲げ

る事項を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しなければならない。  

一 工事内容  

二 請負代金の額  

三 工事着手の時期及び工事完成の時期  

四 工事を施工しない日又は時間帯の定めをするときは、その内容 

五 請負代金の全部又は一部の前金払又は出来形部分に対する支払の定めをするときは、その

支払の時期及び方法  

六 当事者の一方から設計変更又は工事着手の延期若しくは工事の全部若しくは一部の中止の

申出があつた場合における工期の変更、請負代金の額の変更又は損害の負担及びそれらの額

の算定方法に関する定め  

七 天災その他不可抗力による工期の変更又は損害の負担及びその額の算定方法に関する定め 

八 価格等（物価統制令 （昭和２１年勅令第１１８号）第２条 に規定する価格等をいう。）

の変動若しくは変更に基づく請負代金の額又は工事内容の変更  

九  工事の施工により第三者が損害を受けた場合における賠償金の負担に関する定め  

十  注文者が工事に使用する資材を提供し、又は建設機械その他の機械を貸与するときは、そ

の内容及び方法に関する定め  

十一  注文者が工事の全部又は一部の完成を確認するための検査の時期及び方法並びに引渡

しの時期  

十二  工事完成後における請負代金の支払の時期及び方法  

十三  工事の目的物の瑕疵を担保すべき責任又は当該責任の履行に関して講ずべき保証保険契

約の締結その他の措置に関する定めをするときは、その内容  

十四  各当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金その他の損

害金  

十五  契約に関する紛争の解決方法  

十六 その他国土交通省令で定める事項 

２ 請負契約の当事者は、請負契約の内容で前項に掲げる事項に該当するものを変更するときは、

その変更の内容を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しなければならない。 

３ 建設工事の請負契約の当事者は、前二項の規定による措置に代えて、政令で定めるところに

より、当該契約の相手方の承諾を得て、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法であって、当該各項の規定による措置に準ずるものとして国土交通省令で

定めるものを講ずることができる。この場合において、当該国土交通省令で定める措置を講じ

た者は、当該各項の規定による措置を講じたものとみなす。 
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 （建設工事の見積り等）  

第２０条  

３ 建設工事の注文者は、請負契約の方法が随意契約による場合にあつては契約を締結する以前

に、入札の方法により競争に付する場合にあつては入札を行う以前に、第１９条第１項第１号

及び第３号から第１４号までに掲げる事項について、できる限り具体的な内容を提示し、かつ、

当該提示から当該契約の締結又は入札までに、建設業者が当該建設工事の見積りをするために

必要な政令で定める一定の期間を設けなければならない 

 

別表第一   

土木一式工事 土木工事業 

建築一式工事 建築工事業 

大工工事 大工工事業 

左官工事 左官工事業 

とび・土工・コンクリート工事 とび・土工工事業 

石工事 石工事業 

屋根工事 屋根工事業 

電気工事 電気工事業 

管工事 管工事業 

タイル・れんが・ブロツク工事 タイル・れんが・ブロツク工事業 

鋼構造物工事 鋼構造物工事業 

鉄筋工事 鉄筋工事業 

舗装工事 舗装工事業 

しゆんせつ工事 しゆんせつ工事業 

板金工事 板金工事業 

ガラス工事 ガラス工事業 

塗装工事 塗装工事業 

防水工事 防水工事業 

内装仕上工事 内装仕上工事業 

機械器具設置工事 機械器具設置工事業 

熱絶縁工事 熱絶縁工事業 

電気通信工事 電気通信工事業 

造園工事 造園工事業 

さく井工事 さく井工事業 

建具工事 建具工事業 

水道施設工事 水道施設工事業 

消防施設工事 消防施設工事業 

清掃施設工事 清掃施設工事業 

解体工事 解体工事業 
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◎ 建設業法施行令（抄） （昭和３１年政令第２７３号） 

 （法第３条第１項ただし書の軽微な建設工事）  

第１条の２ 法第３条第１項ただし書の政令で定める軽微な建設工事は、工事一件の請負代金の額

が建築一式工事にあつては１,５００万円に満たない工事又は延べ面積が１５０平方メートルに

満たない木造住宅工事、建築一式工事以外の建設工事にあつては５００万円に満たない工事とす

る。 

２ 前項の請負代金の額は、同一の建設業を営む者が工事の完成を二以上の契約に分割して請け負

うときは、各契約の請負代金の額の合計額とする。ただし、正当な理由に基いて契約を分割した

ときは、この限りでない。  

３ 注文者が材料を提供する場合においては、その市場価格又は市場価格及び運送賃を当該請負契

約の請負代金の額に加えたものを第一項の請負代金の額とする。  

 （法第３条第１項第２号の金額）  

第二条 法第３条第１項第２号の政令で定める金額は、４,０００万円とする。ただし、同項の許可

を受けようとする建設業が建築工事業である場合においては、６,０００万円とする。  


